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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 (千円) 7,624,693 5,469,185 4,990,935 4,423,578 4,056,981

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △922,542 △20,642 8,172 14,410 △56,252

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △1,326,309 △316,518 14,057 25,928 △188,002

包括利益 (千円) ― ― 13,565 21,636 △156,835

純資産額 (千円) 420,721 94,605 115,328 137,481 96,040

総資産額 (千円) 3,345,343 1,764,810 1,664,739 1,671,400 1,380,550

１株当たり純資産額 (円) 1,847.13 419.68 472.01 593.56 271.54

１株当たり当期
純利益金額又は当期
純損失金額(△)

(円) △16,347.99 △1,418.11 62.98 116.17 △833.76

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.3 5.3 6.3 7.9 6.2

自己資本利益率 (％) △184.5 △125.1 14.1 21.8 △171.9

株価収益率 (倍) ― ― 24.6 14.8 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △441,331 189,041 14,686 58,549 △40,725

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △427,768 492,846 △814 △6,048 △89,088

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 912,416 △892,810 △23,043 12,143 △28,886

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 536,978 325,591 315,364 381,244 243,654

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
222
(3)

239
(6)

194
(5)

194
(37)

173
(7)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第16期、第17期及び第20期は１株当たり当期純損失

であるため、第18期及び第19期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　株価収益率については、第16期、第17期及び第20期は当期純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

売上高 (千円) 416,050 252,925 239,592 247,902 1,537,156

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 15,053 △17,782 △10,923 △14,802 38,605

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △544,430 △549,069 16,545 △91,373 △110,485

資本金 (千円) 915,450 915,450 915,450 300,000 356,629

発行済株式総数 (株) 223,327 223,327 223,327 223,327 317,710

純資産額 (千円) 1,188,680 632,095 650,685 558,181 563,028

総資産額 (千円) 1,333,117 701,198 703,383 636,716 1,311,064

１株当たり純資産額 (円) 5,287.85 2,827.83 2,901.96 2,492.57 1,760.52

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期
純利益金額又は当期
純損失金額(△)

(円) △6,710.60 △2,460.02 74.13 △409.39 △489.98

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.5 90.0 92.1 87.4 42.6

自己資本利益率 (％) △48.7 △60.6 2.6 △15.2 △19.8

株価収益率 (倍) ― ― 20.9 ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
29
(―)

27
(2)

23
(1)

19
(1)

108
(―)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第16期、第17期、第19期及び第20期の株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。

３　第16期、第17期、第19期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。

４　第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

５　第18期の配当性向については、無配のため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

平成６年９月 通信機器・ＯＡ機器の販売を目的として東京都港区に株式会社レカムジャパンを設立(資本金

1,000万円)主にＮＴＴ商品(ビジネスホン・ファクシミリ)の販売を開始

平成７年５月 ＦＣ加盟店募集開始

平成７年８月 東京都世田谷区にてフランチャイズ加盟１号店開業

平成９年10月 株式会社アイ・シー・エス、株式会社リンク、株式会社テレネックの出資３社を吸収合併し、本

社を東京都渋谷区へ移転

平成11年10月 インターネット事業開始

〃 「RET'S NET」ホスティングサービス開始

平成12年４月 デジタル複合機(ＭＦＰ)定額保守「RET'S COPY」サービス開始

平成13年３月 本社を東京都新宿区へ移転

平成14年１月 社名をレカム株式会社へ変更

平成14年２月 ＩＰ電話サービス「RET'S CALL」販売開始

平成15年10月 中国遼寧省大連市に子会社(大連レカム通信信息服務有限公司・資本金150千米ドル)を設立し、

コールセンターを開設

平成16年５月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場

平成17年３月 中国遼寧省大連市に子会社(大連レカム通信設備有限公司・資本金140千米ドル)を設立し、ＯＡ

機器販売・ＤＭＣ事業を開始

平成17年６月 顧客企業向けインターネットポータルサービス「RET'S BIZ」事業開始

平成17年９月 中国遼寧省大連市の子会社２社を大連レカム通信設備有限公司を存続会社として合併(資本金750

千米ドル・コールセンター事業、ＤＭＣ・ＯＡ機器販売事業)

平成17年10月 株式会社コムズの株式を100％取得し、子会社化(情報通信機器販売)

平成17年12月 本社を東京都中央区へ移転

平成18年２月 大連レカム通信設備有限公司を増資(資本金870千米ドル)

平成18年３月 株式会社ケーイーエスの株式を100％取得し、子会社化(情報通信機器製造及び販売)

平成18年10月 株式会社アレックシステムサービスの株式を62.4％取得し、子会社化(情報通信機器販売)

平成20年４月 ウォーターワン株式会社、および有限会社サイバーワンより事業承継し、カウネットの販売代理

店事業を開始

平成20年８月 株式会社コムズ株式の一部を売却し、関連会社となる

平成20年10月 純粋持株会社へ移行し、社名をレカムホールディングス株式会社へ変更

〃 株式会社ケーイーエスとの共同新設分割により情報通信機器販売のレカム株式会社を設立

〃 株式会社ケーイーエスの社名を株式会社アスモに変更

平成21年４月 株式会社アレックシステムサービスを株式交換により完全子会社化

平成21年８月 本社事務所を東京都港区へ移転

〃 レカム株式会社の全株式を取得し、完全子会社化

平成21年９月 株式会社アスモのモバイル事業を譲渡

〃

〃

平成21年10月

〃

〃

平成21年11月

〃

平成22年９月

平成22年10月

 
平成23年２月

平成23年４月

〃

平成23年８月

平成23年10月

平成23年12月

レカム株式会社が株式会社アレックシステムサービスを吸収合併

資本金を９億1,500万円に増資

自社ブランドＩＰビジネスホン「アノア」販売開始

レカム株式会社が株式会社Ｎｏ．１と業務提携

京セラミタ株式会社との資本提携を解消

株式会社コムズの株式の全部を譲渡

大連レカム通信設備有限公司が外部ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）の受託を開始

ＷｉｚＢｉｚ株式会社を設立、事業開始

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の

統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場

スターティア株式会社と資本業務提携を開始

株式会社光通信と資本業務提携を開始

ＷｉｚＢｉｚ株式会社の株式の一部を株式会社光通信に譲渡

株式会社ビジョンと資本業務提携を開始

琉球レカム・リール株式会社を設立

ＷｉｚＢｉｚ株式会社の株式の全部を譲渡
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年月 事項

平成24年６月

 
平成24年７月

 
平成24年８月

平成25年６月

 

平成25年７月

 
平成25年９月

〃

〃

 

中国吉林省長春市に大連レカム通信設備有限公司の子会社として長春レカムＢＰＯサービス有限

公司を設立

大連レカム通信設備有限公司が京セラドキュメントソリューションズジャパン株式会社との間で

ＢＰＯ事業に関する業務委託契約を締結

レカム株式会社が東京中小企業経友会事業協同組合と業務提携を開始

当社を存続会社、旧レカム株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、純粋持株会社体制から事

業持株会社体制に再移行し、商号をレカムホールディングス株式会社からレカム株式会社へ変更

東京証券取引所と大阪証券取引所の現物市場の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード）に株式を上場

株式会社アスモの情報通信機器製造事業を株式会社三洋化成製作所に事業譲渡

カウネットの販売代理店事業を株式会社アルファライズに譲渡

ライツ・オファリング（ノンコミットメント型/上場型新株予約権の無償割当て）を実施し、資

本金を３億5,662万円に増資
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３ 【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社及び連結子会社４社の計５社で構成されており、ビ

ジネスホン・デジタル複合機（複写機、プリンター、イメージスキャナ、ファクシミリなどの機能が一体と

なった複合機）等の情報通信機器のリース販売、これに付帯する設置工事、保守サービス、情報通信機器の

製造、ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）事業およびコールセンター事業を行っております。

 

(1)情報通信機器販売事業

　ビジネスホン、デジタル複合機、その他ＯＡ機器等の情報通信機器を直営店、フランチャイズ加盟店、代

理店のチャネルで販売しております。

 

(2)情報通信機器製造事業

　情報通信機器端末の開発、製造及びメーカーへのＯＥＭやＯＤＭ供給を行っておりましたが、かねてより

不採算事業であったことから平成25年８月30日発表の「当社子会社である株式会社アスモの情報通信機器製

造事業の譲渡に関するお知らせ」のとおり、同事業からは撤退しております。

 

(3)その他

　中国国内における情報通信機器販売とグループ内の管理業務の受託事業、グループ外の顧客からのアウト

ソース事業を運営しております。なお、コールセンター事業に関しては平成25年１月８日に発表の「子会社

の事業内容見直しと特別損失の発生ならびに子会社役員の異動に関するお知らせ」のとおり、事業規模は大

幅に縮小し、事実上は撤退しましたが、ＢＰＯ事業の一環としては継続してサービス提供を実施しておりま

す。
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事業系統図は以下の通りです。

　（注）営業支援サービスの提供
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
議決権の所有
〔被所有〕割合

(％)
関係内容

(連結子会社)      

株式会社アスモ
(注)３

東京都千代田区 95,000千円
情報通信機器製造
事業

100.0
経営指導、資金援
助、役員の兼任あ
り

大連レカム通信設備有
限公司

中華人民共和国
遼寧省大連市

94,533千円 ＢＰＯ事業 100.0
経営指導、役員の
兼任あり

琉球レカム・リール株
式会社
(注)２

沖縄県那覇市 44,000千円
コールセンター事
業

100.0
（88.6）

経営指導、資金援
助、役員の兼任あ
り

長春レカムＢＰＯサー
ビス有限公司
(注)２

中華人民共和国
吉林省長春市

7,472千円 ＢＰＯ事業
   51.0
（51.0）

－

 

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（　）は間接所有割合であります。

３　債務超過会社であり、平成25年９月末時点における債務超過額は492,501千円であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

情報通信機器販売事業 89　( － )

情報通信機器製造事業 10　( 7 )

ＢＰＯ事業 57　( － )

コールセンター事業 －　( － )

全社（共通） 17 ( － )

合計 173 ( 7 )
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)として記載しております従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３　情報通信機器製造事業は平成25年９月30日付で株式会社三洋化成製作所に事業譲渡を実施しておりますが、

従業員は平成25年10月１日より同社に転籍しております。

４　コールセンター事業において従業員数が０名となっておりますが、これは平成25年１月８日に発表の「子会

社の事業内容見直しと特別損失の発生ならびに子会社役員の異動に関するお知らせ」のとおり、事業規模を

大幅に縮小し、事実上は撤退したことによるものであります。

　　　

(2) 提出会社の状況

平成25年９月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数 平均年間給与(円)

108　( － ) 34.0　　　 ５ 年  ２ ヶ月 5,067,174
 

　

セグメントの名称 従業員数(人)

情報通信機器販売事業 89　( － )

ＢＰＯ事業 2　( － )

全社(共通) 　17　( － )

合計 108　( － )
 

(注) １　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　平成25年６月１日付で、連結子会社であった(旧)レカム株式会社を吸収合併し、純粋持株会社体制から事業

持株会社体制に再移行したことから、前事業年度末と比較して従業員数が大幅に増加しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国の経済は、政府の積極的な経済政策や金融対策などの実施効果によ

り、円安や株高基調が継続し、輸出企業を中心にした企業収益の改善によって所得や雇用環境改善も進

みつつあり、景気は緩やかに回復してきております。

　当社グループの属する情報通信業界におきましては、当社グループの主要顧客層である中小企業にお

いても、インターネット環境のブロードバンド化が進展し、スマートフォンやタブレット端末の導入も

増加傾向にあるとともにサーバー、セキュリティ機器の導入も進むなど、ＩＴインフラ需要は堅調に推

移しております。

　こうした経営環境のなか、当社グループは、当連結会計年度を「成長戦略の再構築・実行」の一年と

位置づけ、顧客基盤および販売網の拡大に取り組んでまいりました。また、事業単位での採算性を追求

し、ＦＣＦ（フリー・キャッシュ・フロー）の改善および最大化を実現することによって、経営ビジョ

ンの一つである「業界Ｎｏ．1」企業グループへの成長を目指しております。

　上記の経営方針に則り、主力の情報通信機器販売事業では、組織体制を３本部制から４支社制に改組

し、地域戦略を推進しました。また、新サービスの活用によるデジタル複合機やセキュリティアプライ

アンスの販売強化と新たに導入したＣＲＭシステムの活用による新規顧客開拓の強化によって、営業一

人当たり売上高の拡大に取り組みました。ＢＰＯ事業においては、「現地化」を推進し、グループ外か

らの新規業務受託強化を実施しました。一方、前連結会計年度に続き多額の営業赤字を計上したコール

センター事業においては、外部受託案件の新規獲得の目途がたたないことから同事業からの事実上の撤

退を実行しました。また、平成21年９月期以降当期赤字を継続していた情報通信機器製造事業において

は本年９月末を以て事業譲渡を実施し、同事業からの撤退を実行しました。

　以上の結果、連結売上高は前年同期比8.3％減の4,056百万円となりました。

利益面では、コールセンター事業および情報通信機器製造事業の業績不振による営業損失をコア事業で

ある情報通信機器販売事業の利益では補うことが出来ず、当連結会計期間の連結営業損失は29百万円

（前年同期は24百万円の利益）、連結経常損失は56百万円（前年同期は14百万円の利益）となりまし

た。当期純損失は、コールセンター事業からの撤退による特別損失12百万円、情報通信機器製造事業の

事業譲渡による特別損失44百万円、およびこれらの要因による繰延税金資産の取崩しに伴う法人税等調

整額24百万円を計上したことが大きく影響し、当期純損失は188百万円（前年同期は25百万円の利益）と

なりました。

セグメント毎の業績は次のとおりであります。

(a) 情報通信機器販売事業

情報通信機器販売事業においては、組織体制を３本部制から４支社制に改組し、地域戦略を推進しま

した。

　直営店チャネルにおいては新サービスを活用し、２月より販売を開始した新商品「UTM-80E」の販売が

堅調に推移し、セキュリティアプライアンスの売上高が前年同期比58.3％増となったことや、第４四半

期連結会計期間のビジネスホンの売上高が前年同期比18.0％増と上昇基調だったことから、営業一人当

たり売上高は前年と同水準の月間238万円となりました。しかしながら直営店営業人員が前年より減少し

たこと、新サービスの開始により販売を強化したデジタル複合機の売上高が前年同期比10.8％減と低調

だったこと、４月度から入社した22名の新卒社員の早期戦力化が図れなかったことなどから、同チャネ
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ルの売上高は前年同期比4.9％減の1,926百万円となりました。

　加盟店チャネルにおいては、組織変更による地域戦略を推進し、支社長自身がバイジング活動を実施

するなど支援体制を強化し、既存店の底上げを図りました。また、直営店と同様に新サービスを活用し

たデジタル複合機の販売を強化し、既存店の営業一人当たり売上高の向上を図りました。しかし、商品

戦略による一人当たり売上高の向上が図れなかったことや新規加盟店の開拓が進展しなかったことなど

により、同チャネルの売上高は前年同期比3.9％減の1,684百万円となりました。

　代理店チャネルにおいては、採算性の見直しにより前期に引き続き減収となり、同チャネルの売上高

は223百万円となりました。

　これらの結果、事業全体の売上高は3,834百万円（前年同期比5.6％減）となりました。一方、利益面

においては売上総利益率の向上を見込んでいたセキュリティアプライアンスの新商品「UTM-80E」の販売

開始が遅れたことや棚卸資産の減損処理や貸倒引当金の増加、新卒社員の入社による人件費の増加、顧

客基盤の大きい首都圏支社の業績が低迷したこと等により、営業利益は95百万円（前年同期は139百万

円）となりました。

(b) 情報通信機器製造事業

情報通信機器製造事業においては、ＯＥＭ商品を中心とした従来のビジネスモデルから、売上総利益

率の高い製造受託業務中心のビジネスモデルへの事業構造の再構築と棚卸資産の適正化に継続して取り

組みました。また、スマートフォンとの連携機能を活用するなど自社ブランドＩＰビジネスホン「ａｎ

ｏａ（アノア）」第２ロットの拡販を推進しました。以上の結果、売上高は182百万円（前年同期比

12.5％減）となりました。営業利益は販売管理費の徹底的な削減に取り組みましたが、製造受託業務と

アノアの販売が計画を下回ったことや在庫の減損処理を実施したことが影響し、営業損失は39百万円

（前年同期は20百万円の損失）となり、多額の損失計上と同事業からの撤退を実施するに至りまし

た。　

(c) ＢＰＯ事業

ＢＰＯ事業においては、専任の営業部隊によりグループ外からの新規業務受託を強化しました。ま

た、ＢＰＯ事業責任者に中国人董事を選任するなど「現地化」を推進し、吉林省長春市に開設した第２

ＢＰＯセンターの活用を含め、ローコスト体制の確立を進めました。それらの取り組みの結果、売上高

は34百万円（前年同期比23.9％減）となりました。営業利益は急激な円安によるオペレーションコスト

の増加などの要因があったものの、増益の15百万円となりました。

　※ＢＰＯはBusiness Process Outsourcingの略称になります。

(d) コールセンター事業

コールセンター事業においては、新規外部受託案件の獲得および情報通信機器販売事業へのアウトバ

ウンドテレマーケティングの供給に取り組みました。

　しかし、新規外部受託案件の獲得に至らなかったこと、上記アウトバウンドテレマーケティングの生

産性が期初の計画から大きく乖離したことなどから、同事業の売上高は計画を大幅に下回り５百万円

（前年同期比91.8％減）となりました。そのため、設備・人員の過剰な状況と営業活動費の負担が大き

く、営業損失は43百万円（前年同期は56百万円の損失）となり、多額の損失計上と実質的な事業撤退に

至りました。

（注）ＢＰＯ事業およびコールセンター事業につきましては、前連結会計年度まで「その他事業」に含めておりまし

たが、当連結会計年度より「ＢＰＯ事業」、「コールセンター事業」としてそれぞれ区分しております。
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　　（セグメント別売上高）

セグメントの名称 販売高(千円)

　情報通信機器販売事業

　直営店 1,926,239

　ＦＣ加盟店 1,684,768

　代理店 223,523

　　計 3,834,531

　情報通信機器製造事業 182,243

 ＢＰＯ事業 34,914

 コールセンター事業 5,291

合計 4,056,981
 

　　（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

　　（販売品目別売上高）

セグメントの名称 販売高(千円)

　情報通信機器販売事業

　ビジネスホン 1,408,059

　デジタル複合機 900,133

 セキュリティアプライアンス 338,586

 カウネット 279,406

 サーバ 89,398

 モバイル 32,385

 その他 786,562

　　計 3,834,531

　情報通信機器製造事業 182,243

 ＢＰＯ事業 34,914

 コールセンター事業 5,291

合計 4,056,981
 

（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ

137百万円減少し、243百万円となりました。営業活動で40百万円、投資活動で89百万円、財務活動によ

り28百万円をそれぞれ使用したことによるものです。

なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用した資金は、40百万円となりました。これは、売上債権の減少により113百万円

増加しましたが、税金等調整前当期純損失が138百万円となったことと仕入債務が21百万円減少したこ

と等によるものです。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、89百万円となりました。これは新システム導入による無形固定資産

の取得により18百万円支出したこと、保険積立金が32百万円増加したこと等によるものです。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、28百万円となりました。これは新株予約権の行使による株式の発

行による収入は113百万円となりましたが、有利子負債の圧縮を進めたことにより、短期借入金が110

百万円、長期借入金が27百万円、それぞれ減少したこと等によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

前年同期比(％)

情報通信機器製造事業(千円) 112,157 14.9

合計 112,157 14.9
 

(注) １　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注状況

該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメント別、販売チャネル別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

前年同期比(％)

情報通信機器販売事業

直営店 (千円) 1,926,239 95.1

ＦＣ加盟店 (千円) 1,684,768 96.1

代理店 (千円) 223,523 78.6

　　計 (千円) 3,834,531 94.4

情報通信機器製造事業 (千円) 182,243 87.5

ＢＰＯ事業 (千円) 34,914 76.1

コールセンター事業 (千円) 5,291 8.2

合計 (千円) 4,056,981 91.7
 

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　最近２連結会計年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

オリックス株式会社 2,174,429 49.2 2,136,926 52.7

ＮＴＴファイナンス株式会社 584,102 13.2 596,362 14.7
 

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

①人材の採用・育成

　情報通信機器販売事業では、お客様に対して営業に関わるあらゆる問題解決を提供する「セールス

ソリューションプロバイダー」の確立を目指しておりますが、人材のスキルアップが業務品質向上に

直結するＢＰＯ事業も含め、当社グループの最大の経営資源は人材であり、その採用、育成は経営の

最重要課題であります。こうしたなか、設立以来特に営業社員の教育・育成に注力してきております

が、未だ営業人員数、生産性、成長性、効率性において競争優位性を確立するまでには至っておりま

せん。従いまして、今後も人材の採用、育成を経営の最重要課題として取り組んでまいります。　　

 

② 営業ノウハウのマニュアル化

　情報通信機器販売事業においては、全国の販売網を活かした営業活動を行っておりますが、それら

のノウハウやオペレーション運営に関しての「マニュアル化」は人材の採用・育成はもとより、フラ

ンチャイズ加盟店や代理店の売上拡大、業績向上においても大変重要な課題であり、今後も継続して

「マニュアル」の構築、進化に取り組んでまいります。

　
③ 取扱商品の拡充

　当社グループは、中小規模法人を中心に「ビジネスホン」、「デジタル複合機」、「セキュリティ

アプライアンス」を主力商品として販売しておりますが、顧客のＩＴ環境においては年々そのニーズ

が多様化しているとともに、ブロードバンドを核に端末機器においては融合化が進んでおります。当

社グループにおいても、こうした顧客動向に対応して今般販売を開始したＬＥＤのような顧客ニーズ

を踏まえた端末機器、インフラ、コンテンツをワンストップで提供できるよう取扱商品およびサービ

スの拡充に取り組んでまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

１．当社グループの経営成績及び財政状態、株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクについては、以

下のものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において、当社グループが判断したもの

であります。

 

①フランチャイズ展開について

　当社が推進する無店舗型フランチャイズシステム※は、販売手法、行動管理等の均一化を図ることが

難しいシステムであります。当社は、スーパーバイザーによる定期訪問指導、教育研修、経営指導等を

通じ加盟店企業の経営スキル向上に努めておりますが、これら施策の効果が充分に得られない場合、当

社グループの事業拡大に支障をきたす可能性があります。

※無店舗型フランチャイズシステム：販売店舗による店頭販売ではなく営業員組織による訪問販売を主

体とするフランチャイズシステムであり、事業展開の根幹をなすものであります。

 

②直営店の運営について

　当社の直営店は、加盟店企業に開発した営業ノウハウの提供や収益の確保施策等において、重要な機

能を担っております。また、フランチャイズへの加盟を希望する当社営業社員に対する独立の支援や、

新規加盟店企業へ教育・指導する機能を担っております。

　しかし、これらの機能を担う直営店の営業管理職や営業社員の育成・教育が計画どおり進まなかった
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場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

③特定取引先への販売および仕入依存度が高いことについて

　情報通信機器販売事業においては、主にリース契約を利用した販売を行っており、リース会社に対す

る販売依存度が高くなっております。そのため、取引条件を有利にするべくリース会社を絞り込み、提

携契約を締結しております。当連結会計年度において販売依存度が10％を超える販売先としてはオリッ

クス株式会社ならびにＮＴＴファイナンス株式会社があります。また、販売商品の仕入につきまして

も、取引条件を有利にするべく仕入先会社を絞り込み、取引基本契約を締結しております。当連結会計

年度において仕入依存度が10％を超える仕入先としては、東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）、

西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）ならびに京セラドキュメントソリューションズジャパン株式

会社があります。

　当社グループと販売ならびに仕入先各社との取引関係は安定していると考えておりますが、提携契

約、取引基本契約につき契約解除もしくは更新拒絶がなされる場合、また、取引条件の見直しや何らか

の理由により契約関係を維持できなくなった場合には、他の会社と同様の取引条件で契約できる保証は

ないため、当社グループの事業運営に支障をきたし、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

④リース契約を用いた販売について

　当社グループは、情報通信機器をエンドユーザーに対して販売を行うにあたっては、主として提携

リース会社のリース契約を用いて販売しております。そのため、経済情勢によるリース料率の変動や、

リース会社における与信審査の状況の変化、ならびにリース取引に関する法令等の改定、会計基準の変

更等の事由によりリース契約が成立しない事例が著しく増加した場合、当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

 

⑤特定人物への依存について

　当社の創業者であり代表取締役である伊藤秀博は、事業モデルの創出や経営戦略の決定、営業、資本

政策など当社グループの事業推進において中心的な役割を担ってまいりました。現在も当社の代表取締

役、大連レカム通信設備有限公司の董事長を兼務しております。当社グループは、同氏に対して過度に

依存しない経営体制の構築を目指し人材の育成・強化に注力しておりますが、同氏が何らかの理由によ

り業務執行が困難になった場合、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。

 

⑥情報システムの運用について

　情報通信機器販売事業の販売管理業務は、大連レカム通信設備有限公司を中心に直営支店および一部

のフランチャイズ加盟店にて行っております。当社グループは業務の効率性およびローコストオペレー

ションを考慮し、各拠点間にてインターネットおよびＶＰＮネットワークを活用したクライアントサー

バー型情報システムを設置し同業務を行っておりますが、それら情報システムが、何らかの理由により

長期間に渡り稼動できなくなった場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦大連レカム通信設備有限公司について

　当社の中国子会社である同社において、情報通信機器販売事業の販売管理業務を中心にグループの間

接業務の多くの部分をコストダウンを目的として実施しております。今後も同社を活用したグループ内

のコストダウンを推進していく予定でありますが、中国においては、政情の悪化、経済状況の変化なら

びに法律や税法の改定などのカントリーリスクが存在することから、同社の経営や業務執行に著しい影
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響を受けた場合には当社グループの事業運営に支障をきたし、業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑧情報漏洩に係るリスクについて

　当社グループは、その事業活動において、顧客や取引先の個人情報や機密情報を保有することとなり

ますが、個人情報等を保護することは、企業としての信頼の根幹をなすものであります。当社グループ

では、社内管理体制を整備し、従業員に対する情報管理やセキュリティ教育など、情報の保護について

数々の対策を講じておりますが、情報の漏洩が全く起きないという保証はありません。万一、情報の漏

洩が起きた場合、当社グループの信用は低下し、顧客等に対する賠償責任が発生するなど、当社グルー

プの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

２．提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　

　当社グループは、営業損失を43百万円計上したコールセンター事業の大幅縮小による事実上の撤退に

より、特別損失12百万円を計上しました。また、当社は平成25年６月１日にグループのコア事業である

情報通信機器販売事業を営む連結子会社である（旧）レカム株式会社を吸収合併し、従来の「純粋持株

会社制」から「事業持株会社体制」に移行するなど、事業の選択と集中を進めていく中でかねてより不

採算事業であった情報通信機器製造事業からの撤退を実施したことや繰延税金資産の取り崩しを実施し

たこと等により、第３四半期連結会計期間末において20百万円の債務超過となっておりました。そのよ

うな状況を踏まえ、新株予約権の行使による113百万円の資本増強を実施しました。（なお、本有価証

券報告書提出日現在の新株予約権の発行による最終的な資本増強額は250百万円となっております。）

また、第４四半期連結会計期間の営業利益は30百万円、連結経常利益は15百万円、連結四半期純利益は

２百万円を獲得したことにより債務超過を解消し、96百万円の連結純資産を計上しております。

　今後はグループの中核事業である情報通信機器販売事業と成長ドライバーと位置づけているＢＰＯ事

業に経営資源を集中し、増資資金およびカウネット事業の譲渡による55百万円の譲渡収入を活用した更

なる財務基盤の改善と業績の向上を図れるものと考えております。そのため、継続企業の前提に関する

重要な不確実性は認められないと判断しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

(1) 販売店契約等

契約会社名 相手先 契約年月日 契約内容 契約期間

レカム株式会社
東日本電信電話株式
会社

平成11年６月30日
電気通信機器売買に関す
る基本的事項
(販売店契約)

自　平成11年７月１日
至　平成12年３月31日
以降１年ごとの自動更新

レカム株式会社
西日本電信電話株式
会社

平成13年４月１日
電気通信機器売買に関す
る基本的事項
(販売店契約)

自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日
以降１年ごとの自動更新

レカム株式会社
京セラドキュメント
ソリューションズ
ジャパン株式会社

平成13年８月10日

京セラ製品並びにその他
関連商品の売買に関する
事項
(基本取引契約)

自　平成13年８月10日
至　平成14年８月９日
以降１年ごとの自動更新

レカム株式会社 サクサ株式会社 平成18年８月１日

サクサビジネス製品並び
にその他関連商品の売買
に関する事項
(基本取引契約)

自　平成18年８月１日
至　平成19年７月31日
以降１年ごとの自動更新

レカム株式会社
コニカミノルタビジ
ネスソリューション
ズ株式会社

平成19年９月６日

コニカミノルタビジネス
ソリューションズ製品並
びにその他関連商品の売
買に関する事項
(基本取引契約)

自　平成19年９月６日
至　平成21年９月５日
以降１年ごとの自動更新

レカム株式会社 オリックス株式会社 平成13年７月30日
取扱商品のリース販売に
関する事項
(基本取引契約)

特に定めず

 

　

(2) フランチャイズ契約

当社には、直営店以外にフランチャイズ契約を締結し「レカム」の商号のもとで営業を行っているフラ

ンチャイズ加盟店舗が25店舗(平成25年９月末日現在)あります。

フランチャイズ契約の要旨は、次のとおりであります。

１　契約の目的

当社の取扱い商品の販売について、加盟店企業に対しノウハウを伝授し、当社と顧客との間の売買

契約の成立を媒介する権利を与え、加盟店企業が当社の代理店として商品の販売に努め、その実績に

応じて販売手数料を受領し、もって当社と加盟店企業の共通利益の増進と発展を図ることを目的とす

る。

２　契約品目

ビジネスホン、ファクシミリ等の通信機器、デジタル複合機等のＯＡ機器、パソコン関連商品、イ

ンターネット商材等

３　契約期間に関する事項

開業日から開始し１年間。(以降１年ごとの自動更新)

４　ロイヤリティに関する事項

ロイヤリティ：売上総額の一定料率

５　契約形態

営業所契約：営業行為に特化した契約形態

支店契約：営業行為のみならず、設置工事から業務処理まで加盟店企業独自で実施する契約

形態
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(3) 株式会社アスモの情報通信機器製造事業の譲渡

　当社は、平成25年８月30日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社アスモの行う情報通信

機器製造事業を株式会社三洋化成製作所に譲渡することを決議し、同日付で事業譲渡契約を締結致しまし

た。

①　譲渡資産・負債の内容

　株式会社三洋化成製作所に対し譲渡される資産・負債は、譲渡実行日において株式会社アスモの保

有する現金２百万円およびその他現預金を除く、本件事業の運営継続に必要な一切の財産とし、を平

成25年９月30日付で譲渡しております。

②　譲渡価格　金１円

 

(4) カウネット事業の譲渡

　当社は、平成25年８月９日開催の取締役会において、カウネット事業（株式会社カウネットの代理店と

して関与するオフィス用品等の通信販売およびオフィスに関わる各種サービスの提供に関する事業）を株

式会社アルファライズに譲渡価格55 百万円で平成25年９月30日付で譲渡を実施しております。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は18百万円であり、その全額が情報

通信機器製造事業で発生しております。なお、本有価証券報告書提出日現在では同事業からは撤退してお

りますので、新たな研究開発活動の予定はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであ

ります。

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討結果

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社の属する情報通信業界におきましては、当社グループの主要顧客層である中小企業においても、

インターネット環境のブロードバンド化が進展し、スマートフォンやタブレット端末の導入も増加傾向

にあるとともにサーバー、セキュリティ機器の導入も進むなど、ＩＴインフラ需要は堅調に推移してお

ります。

　こうした経営環境のなか、当社グループは、当連結会計年度を「成長戦略の再構築・実行」の一年と

位置づけ、顧客基盤及び販売網の拡大に取り組んでまいりました。また、事業単位での採算性を追求

し、ＦＣＦ（フリー・キャッシュ・フロー）の改善および最大化を実現することによって、経営ビジョ

ンの一つである「業界Ｎｏ．1」企業グループへの成長を目指しました。

　主力の情報通信機器販売事業では、組織体制を３本部制から４支社制に改組し、地域戦略を推進しま

した。また、デジタル複合機やセキュリティアプライアンスの販売強化と新たに導入したＣＲＭシステ

ムの活用による新規顧客開拓の強化によって、営業一人当たり売上高の拡大に取り組みました。ＢＰＯ

事業においては、「現地化」を推進し、グループ外からの新規業務受託強化を実施しました。一方、多

額の営業赤字を計上したコールセンター事業においては外部受託案件の新規獲得の目途がたたないこと

から同事業からの事実上の撤退を実行しました。また、平成21年９月期以降当期赤字を継続している情

報通信機器製造事業においては事業譲渡を実行しました。

　以上の結果、連結売上高は前年同期比8.3％減の4,056百万円となりました。利益面では、コールセン

ター事業および情報通信機器製造事業の業績不振による営業損失をコア事業である情報通信機器販売事

業の利益では補うことが出来ず、当連結会計期間の連結営業損失は29百万円（前年同期は24百万円の利

益）、連結経常損失は56百万円（前年同期は14百万円の利益）となりました。連結純損失は、コールセ

ンター事業からの撤退による特別損失12百万円、情報通信機器製造事業の事業譲渡による特別損失44百

万円、およびこれらの要因による繰延税金資産の取崩しに伴う法人税等調整額24百万円を計上したこと

が大きく影響し、連結純損失は188百万円（前年同期は25百万円の利益）となりました。
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(2) 戦略的現状と見通し

当期に不採算事業であったコールセンター事業を大幅に縮小し、事実上の撤退を実行しました。ま

た、情報通信機器製造事業からも撤退することにより、グループの中核事業である情報通信機器販売事

業と成長ドライバーと位置づけているＢＰＯ事業に経営資源を集中する基盤構築を実施しました。

　今後の見通しとしては、情報通信機器販売事業においては「業界NO.1企業」のポジション獲得へ向け

た更なる基盤構築を行うと共に①安定収益基盤構築、②顧客基盤拡大、③システム投資による管理コス

トの低減と営業効率向上を図ります。成長性の高い市場分野であるＢＰＯ事業においてはグループ外企

業からの受注強化を実施するため、日本国内の営業体制を強化します。また、グループ内で構築したノ

ウハウをもとにオペレーション品質の向上を図ります。

　

(3) 当連結会計年度の財政状態について

　当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末より290百万円減少し、1,380百万円とな

りました。これは主に現金及び預金が127百万円、受取手形及び売掛金が105百万円、のれんが100百万

円減少したことによるものです。

　負債につきましては、前連結会計年度末より249百万円減少し、1,284百万円となりました。これは主

に買掛金が22百万円、有利子負債が142百万円、預り金が20百万円それぞれ減少したことによるもので

す。

　純資産につきましては、前連結会計年度末より41百万円減少し、96百万円となりました。これは、当

連結会計期間の当期純損失188百万円の計上および為替換算調整勘定が28百万円増加したこと、新株予

約権行使による113百万円の資本増強を実施したことによるものです。

　

(4) 当連結会計年度のキャッシュ・フローについて

「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」に記載しております。

　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策

継続企業の前提に関する重要な不確実性はないものと判断しております。なお、対応策についての

詳細は、「４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において全体で32百万円の設備投資（無形固定資産を含む）を

実施しました。そのうち主なものは、「情報通信機器販売事業」における営業管理用ソフトウェア24

百万円及び移転先建物の設備工事５百万円です。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成25年９月30日現在における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおり

であります。

　

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(単位：千円) 従業

員数

(人)
建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

ソフト

ウェア

リース

資産
合計

本社事務所

(東京都千代田区)

情報通信機器販売

事業

全社

統括業務施設 7,404 3,082 23,038 1,102 34,627
108

(-)
 

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 国内子会社

国内子会社である株式会社アスモは事業譲渡先に資産を譲渡したため、期末の設備はありません。ま
た、琉球レカム・リール株式会社につきましては、コールセンター事業からの撤退により解約及び減損
処理したため、期末の設備はありません。

　

(3) 在外子会社

　

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(単位：千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
工具、器具
及び備品

その他 合計

大連レカム
通信設備有限公司
 

本社
（中華人民共和国遼寧
省大連市）

ＢＰＯ
事業

統括
業務施設

1,754 3,064 363 5,182
34

(-)

長春レカムＢＰＯサービス
有限公司

本社
（中華人民共和国吉林
省長春市)

ＢＰＯ
事業

統括
業務施設

－ 1,952 553 2,506
23

(-)
 

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの平成25年９月30日現在の設備投資計画については、次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2) 重要な除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 880,000

計 880,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 317,710 432,279
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株制度は採用しておりま
せん。
また、完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限定のな
い当社における標準となる株
式であります。

計 317,710 432,279 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成25年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成23年10月14日取締役会決議

　

 
事業年度末現在
(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成25年11月30日)

新株予約権の数(個) 3,820 3,820

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数     3,820株(注) 　3,820株(注)　

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき1,466円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年10月15日
至　平成30年10月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

 

発行価格 1,466円
資本組入額 733円

 

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けたも
のは権利行使時においても、
当社または当社子会社の取締
役、監査役、もしくは従業員
の地位にあることを要す。た
だし、任期満了による退任、
定年退職等その他の正当な理
由がある場合はこの限りでは
ない。その他の条件は、定時
株主総会および取締役会決議
に基づき、当社と付与対象取
締役および従業員との間で締
結する「新株予約権付与契約
書」に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
相続以外の新株予約権の譲
渡、質入その他の処分は一切
認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
 

(注)　株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。
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②　平成24年10月19日取締役会決議

　

 
事業年度末現在
(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成25年11月30日)

新株予約権の数(個) 4,410 4,410

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 4,410株(注) 4,410株(注)

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき1,721円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年10月20日
至　平成31年10月19日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　　　1,721円
資本組入額　　　　　　861円

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けたもの
は権利行使時においても、当社
または当社子会社の取締役、監
査役、もしくは従業員の地位に
あることを要す。ただし、任期
満了による退任、定年退職等そ
の他の正当な理由がある場合は
この限りではない。その他の条
件は、定時株主総会および取締
役会決議に基づき、当社と付与
対象取締役および従業員との間
で締結する「新株予約権付与契
約書」に定めるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
相続以外の新株予約権の譲
渡、質入その他の処分は一切
認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
 

(注)　株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。
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会社法第277条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成25年８月９日取締役会決議

 
事業年度末現在
(平成25年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成25年11月30日)

新株予約権の数(個) 128,814 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数  128,814株 ―　　

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき1,200円 ―

新株予約権の行使期間
自　平成25年９月19日
至　平成25年10月18日

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

 

発行価格 1,200円
資本組入額 600円

 

―

新株予約権の行使の条件
本新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

―

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取
得については、当社取締役会
の承認を要しない。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年１月31日
(注)１

― 60,425 ― 545,250 3,021 3,021

平成21年４月１日
(注)２

902 61,327 ― 545,250 ― 3,021

平成21年６月30日
(注)３

77,000 138,327 200,200 745,450 200,200 203,221

平成21年９月28日
(注)４

85,000 223,327 170,000 915,450 170,000 373,221

平成24年１月31日
(注)５

― 223,327 △615,450 300,000 △273,221 100,000

平成25年９月30日
(注)６

94,383 317,710 56,629 356,629 56,629 156,629
 

(注) １　平成21年12月19日開催の第15期定時株主総会決議による、その他資本剰余金を原資とする配当の実施に伴う

その他資本剰余金から資本準備金への振替によるものであります。

２　平成21年４月１日を効力発生日として、株式会社アレックシステムサービスを株式交換により完全子会社と

したことにより、発行済株式数が902株増加しております。

３　第三者割当

発行価格 5,200円

資本組入額 2,600円

割当先 ＮＩＳバリューアップ・ファンド１号投資事業組合
 

４　第三者割当

発行価格 4,000円

資本組入額 2,000円

割当先
ＮＩＳリース株式会社（現社名：スマートレンダー株式会社）、中小企業保証機構株
式会社、株式会社ネットインデックス、中小企業ＩＴ支援機構株式会社（現社名：株
式会社フェアパートナー）、ベーステクノロジー株式会社

 

５　平成23年12月21日開催の第18期定時株主総会決議による、その他利益剰余金の繰越欠損の補填に伴う資本金

と資本準備金の減少によるものであります。

６　平成25年８月９日開催の取締役会決議に基づくライツ・オファリングによる第10回新株予約権の行使によ

り、発行済株式数が94,383株増加したことによるものであります。

７　平成25年10月１日から平成25年11月30日までの間に、第10回新株予約権の行使により、発行済株式総数が

114,569株、資本金が68,741千円および資本準備金が68,741千円それぞれ増加しております。
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(6) 【所有者別状況】

平成25年９月30日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 1 7 34 3 3 2,647 2,695 ―

所有株式数
(株)

－ 1,512 2,373 136,930 46 23 176,826 317,710 ―

所有株式数
の割合(％)

－ 0.48 0.75 43.10 0.01 0.00 55.66 100.00 ―
 

(注)　自己株式130株は、「個人その他」の欄に含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊　藤　秀　博 東京都練馬区 48,744 15.34

アズサ・キャピタル株式会社 東京都港区西麻布２－24－11 42,782 13.46

ＣＢＳフィナンシャルサービス株式会社 東京都港区西麻布２－24－11 30,800 9.69

山　崎　和　也 青森県弘前市 19,616 6.17

園　山　征　夫 神奈川県相模原市南区 17,252 5.43

株式会社マイプレジャー 三重県四日市市新正４－７－21 16,980 5.34

有限会社ヤマザキ 青森県弘前市上鞘師町11－１ 14,236 4.48

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１―４―10 11,000 3.46

株式会社ビジョン 東京都新宿区西新宿６－５－１ 10,887 3.43

スターティア株式会社 東京都新宿区西新宿２－３－１ 9,600 3.02

計 ― 221,897 69.84
 

　（注）１．平成25年６月14日付で山崎和也氏および有限会社ヤマザキからは、共同保有者である旨の大量保有報告書が

提出されております。

２．平成25年８月27日付でアズサ・キャピタル株式会社から大量保有報告書の変更報告書が提出されており、当

社の主要株主となっております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 　普通株式130

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 317,580 317,580
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 317,710 ― ―

総株主の議決権 ― 317,580 ―
 

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義　　 所
有株式数 　
（株）

他人名義 　　　
所有株式数  
（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
レカム株式会社

東京都千代田区九段北
四丁目２番６号

130 ― 130 0.04

計 ― 130 ― 130 0.04
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法に基づき新株予約権を発行

する方式のものであります。なお、当該制度の概要は以下のとおりであります。

　
①　平成23年10月14日取締役会決議

　

決議年月日 平成23年10月14日

付与対象者の区分及び人数（名）

①　当社の取締役 3名
②　当社の監査役 1名
③　当社の従業員 14名
④　子会社の従業員 2名

 

 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

(注) １　当社が株式分割又は併合を行う場合、株式数は次の算式より調整し、調整により生じる１株未満の端数は切

り捨てるものとします。

　 調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
 

　　また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

３　退職等により付与対象者16名は失権しており、上記付与対象者の区分及び人数は失権後の人数を記載してお

ります。
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②　平成24年10月19日取締役会決議

　

決議年月日 平成24年10月19日

付与対象者の区分及び人数（名）

①　当社の取締役 3名
②　当社の監査役 1名
③　当社の従業員 17名
④　子会社の取締役 1名
⑤　子会社の従業員 4名

 

 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

(注) １　当社が株式分割又は併合を行う場合、株式数は次の算式より調整し、調整により生じる１株未満の端数は切

り捨てるものとします。

　 調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
 

　　また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

３　退職等により付与対象者12名は失権しており、上記付与対象者の区分及び人数は失権後の人数を記載してお

ります。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 普通株式
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －
     

保有自己株式数 130 － 130 －
 

　

３ 【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。配当金につきましては連

結当期純利益の30％を基準とし、実績に連動した配当を基本方針としております。また、内部留保資金に

つきましては、健全な株主資本と有利子負債のバランスを考慮し、適正な内部留保資金を確保してまいり

ます。

当社は、株主総会の決議により期末配当として年１回剰余金の配当を行うこととしております。また、

取締役会の決議により中間配当を実施できる旨を定款に定めております。

当事業年度におきましては、グループの事業再編に伴う、多額の連結当期純損失を計上したため、株主

の皆様には申し訳ありませんが、当期の配当を見送ることにいたしました。次期以降は、業績の回復と有

利子負債の圧縮、内部留保資金の充実を最優先に取り組む中で財務基盤が安定化した段階での復配を検討

してまいります。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月

最高(円) 17,500 5,400 3,990 3,145 5,153

最低(円) 2,650 2,200 1,465 1,199 1,401
 

(注)　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）、平成22年10月12日

から平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、平成22年10

月11日以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成25年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,571 2,546 5,153 2,999 2,600 2,331

最低(円) 1,651 1,804 2,008 2,201 1,422 1,401
 

(注)　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、平成25年７月15日以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)

グループ

ＣＥＯ
伊　藤　秀　博 昭和37年11月12日生

昭和56年４月 東日本ハウスサービス株式会社入

社

(注)５ 48,744

昭和58年４月 明治住宅サービス株式会社入社

昭和60年４月 新日本工販株式会社(現・株式会

社フォーバル）入社

平成３年４月 株式会社アイシーエスを設立　代

表取締役社長

平成６年９月 当社代表取締役社長(現任)

平成15年10月 大連賚卡睦通信設備有限公司董事

長(現任)

平成17年10月 株式会社コムズ取締役

平成18年４月 株式会社ケーイーエス(現・オー

パス株式会社)代表取締役社長

平成18年10月 レカムグループＣＥＯ(現任)

平成18年11月 株式会社アレックシステムサービ

ス取締役

平成20年10月 レカム株式会社代表取締役社長

平成21年５月 株式会社アスモ（現・オーパス株

式会社）取締役（現任）

平成22年９月 WizBiz株式会社取締役

平成25年10月 レカムＢＰＯソリューションズ株

式会社取締役（現任）

取締役

常務　　　

執行役

員　　　　

経営管理

本部長

川　畑　大　輔 昭和48年５月24日生

平成12年４月 当社入社

(注)５ 2,262

平成14年10月 業務本部副本部長

平成15年10月 経営管理本部副本部長

平成16年２月 大連賚卡睦通信設備有限公司董事

兼総経理

平成17年４月 当社内部監査室長

平成17年10月 経営戦略本部副本部長兼経営企画

室長

平成18年10月 営業戦略室長

平成19年10月 経営戦略本部副本部長兼経営企画

室長

平成20年10月 株式会社アスモ（現・オーパス株

式会社）執行役員経営管理本部長

平成21年５月 同社代表取締役社長

平成21年11月 同社取締役

平成21年12月 当社取締役執行役員経営管理本部

長

平成22年12月 取締役常務執行役員経営管理本部

長（現任）

平成23年５月 WizBiz株式会社取締役

平成24年10月

 
琉球レカム・リール株式会社（現

レカムＢＰＯソリューションズ株

式会社）代表取締役社長

取締役

常務　　　

執行役員

経営戦略

本部長

古　場　邦　良 昭和50年９月27日生

平成９年４月 当社入社

(注)５ 2,602

平成15年10月 営業本部東日本統括部長野支店長

平成18年11月 株式会社アレックシステムサービ

ス取締役営業部長

平成20年10月 レカム株式会社ＤＭ本部東京支店

長

平成21年４月 同社首都圏営業本部長代行

平成21年12月 同社取締役東日本営業本部長

平成24年10月 同社常務取締役東日本支社長

平成25年６月 当社常務執行役員東日本支社長

平成25年10月 常務執行役員経営戦略本部長

平成25年10月 レカムＢＰＯソリューションズ株

式会社取締役（現任）

平成25年12月 当社取締役常務執行役員経営戦略

本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役  田　中　最代治 昭和８年６月10日生

昭和27年４月 株式会社日本勧業銀行（現・株式

会社みずほ銀行）入行

(注)５ 958

平成２年７月 株式会社オリエントファイナンス

（現・株式会社オリエントコーポ

レーション）代表取締役副社長

平成８年６月 株式会社田中経営研究所代表取締

役（現任）

平成12年５月 株式会社クリーク・アンド・リ

バー社取締役（現任）

平成13年６月 株式会社キャリアデザインセン

ター監査役（現任）

平成14年６月

平成14年６月

 
平成17年12月

平成21年２月

平成21年12月

平成22年12月

株式会社ガーラ取締役(現任)

イマジニア株式会社監査役（現

任）

当社取締役

株式会社イオス取締役（現任）

当社取締役退任

当社取締役（現任）

取締役  山　口　義　成 昭和36年９月22日生

昭和60年４月 株式会社リクルート入社

(注)５ 958

平成10年３月 株式会社エヌイーエス代表取締役

（現任）

平成11年10月 株式会社アイ・アール・ジー・イ

ンターナショナル代表取締役（現

任）

平成17年２月 株式会社アールネクスト取締役

平成19年４月 同社代表取締役（現任）

平成22年12月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(株)

常勤監査役  加　藤　秀　人 昭和32年８月９日生

平成20年８月 当社入社

人事総務グループ課長

(注)４ 87

平成21年６月 法務グループ長

平成24年10月 法務部長

平成25年５月 常勤監査役（現任）

平成25年５月 株式会社アスモ（現・オーパス株

式会社）監査役（現任）

平成25年５月 琉球レカム・リール株式会社

（現・レカムＢＰＯソリューショ

ンズ株式会社）監査役（現任）

監査役  山　崎　篤　士 昭和46年11月23日生

平成10年４月 日弁連に弁護士登録(東京弁護士

会所属) （注)３ 382

平成18年12月 当社監査役(現任)

監査役  加　賀　　　聡 昭和43年１月16日生

平成８年10月 太田昭和監査法人(現・新日本有

限責任監査法人)勤務

(注)４ 382

平成14年１月 公認会計士加賀聡事務所開業(現

任)

平成14年１月 清明監査法人勤務

平成18年３月 株式会社平河町総合研究所代表取

締役(現任)

平成19年12月 当社監査役(現任)

計 56,375
 　
(注) １　取締役田中最代治、山口義成は、社外取締役であります。

２　監査役山崎篤士、加賀聡は、社外監査役であります。

３　平成22年12月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成23年12月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間（前任者の残任期間の場合を含む。）

５　平成25年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

６　所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載しております。なお、平成

25年12月分の持株会による取得株式数は、提出日(平成25年12月20日)現在確認ができないため、平成25年11

月末現在の実質所有株式数を記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  企業統治の体制

・企業統治の体制の概要　

(Ａ)取締役会を設置し、経営の基本方針・意思ならびに法令で定められた事項や経営に関する重要

事項を決定するとともに、取締役および執行役員の業務遂行状況の監督を行なっておりま

す。　

(Ｂ)執行役員会や経営幹部会議を設置し、取締役会の決定や方針を各部門、事業子会社に指示し具

体策を立案するなど、通常事項については迅速かつ適切な業務執行を行い、重要事項や異例事

項については取締役会に報告し、その指示を得る体制を整えております。

(Ｃ)監査役会を設置し、取締役の業務執行について監査を行っております。　

(Ｄ)監査役の職務を補助する組織として内部監査室を設置し、監査役監査を補助するほか、独自の

内部監査を行い、監査役に報告し相互連携を図る体制を整えております。

・企業統治の体制を採用する理由

当社は、取締役会による経営管理、執行役員会や経営幹部会議による業務遂行管理、方針管理・予

算統制等の内部統制システムを整備・運営しております。また、監査役会による取締役の業務執行

監査のほか、内部監査室が内部監査を実施しており、当社の企業規模から経営監視機能は十分に図

られていると考え、現在のガバナンス体制を採用しております。

・内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針を平成18年５月19日の取締役会で決議し、同方

針に基づき、業務の適正を確保するための体制の充実を図っております。また、「内部統制基本方

針」のもとコンプライアンス・マネジメント委員会を設置し、内部統制の整備および運用にあたら

せております。

・リスク管理体制の整備の状況

当社は取締役会で決議した「企業倫理規程」に基づき、当社の持続的な発展を阻害する要因をリス

クとして識別し、適切な対応を行うことを確実にする体制を整えております。また、リスクマネジ

メントの最重要項目である情報管理を徹底するため、社内情報管理委員会を設置しております。

・その他の状況

当社は福間・三和法律事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じ法律問題全般について助言と

指導を受けております。

　

②  内部監査及び監査役監査

・内部監査について 　

経営目的に照らして、一般業務の活動と制度を公正な立場で評価・指摘・指導する機能をもつ社長

直属の内部監査室を設け、専任担当１名で原則月１回以上実施しております。内部監査室は、その

結果を社長に報告しております。　

・監査役監査について　

監査役会は原則１ヶ月に１回以上開催し、３名で構成されております。会計監査および業務監査に

際して、公正な監査を行う体制を整えております。監査役は、内部監査室や監査法人に対しても監

査報告を求めるなど、情報の共有化と連携強化を図り、監査機能のさらなる充実に取組んでおりま

す。

なお、監査役山崎篤士氏は弁護士資格を、監査役加賀聡氏は公認会計士資格をそれぞれ有してお

り、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。　

・監査役監査、内部監査、会計監査人監査の相互連携

当社は、いわゆる三様監査（監査役監査、内部監査、会計監査人監査）それぞれの実効性を高め、

かつ全体としての監査の質的向上を図るため、各監査間での監査結果の報告、意見交換、監査立会

いなど緊密な相互連携の強化に努めており、コンプライアンス・マネジメント委員会、経理部門と

も連携しております。

　

③  社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

　コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えて

おり、現状の体制としております。
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イ 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　当社と社外取締役２名および社外監査役２名との間には、人的関係、資本的関係または取引関係

その他の特別の利害関係はありません。また、社外取締役２名および社外監査役２名が他の会社等

の役員もしくは使用人を務めているまたは務めていた当該他の会社等と当社の間には、人的関係、

資本的関係または取引関係その他の特別の利害関係はありません。

　

ロ 独立性に関する基準及び方針

 (Ａ)当社との間の人的関係、資本的関係、取引関係、報酬関係（役員報酬以外）、その他の利害関

係がない場合、または、過去若しくは現在において何らかの利害関係が存在しても、当該利害

関係が一般株主の利益に相反するおそれがなく、当該社外役員の職責に影響を及ぼさない場合

に、独立性を有すると考えております。

(Ｂ)上記の考え方を基本として、個別の選任にあたっては、当社が株式を上場している東京証券取

引所の定める独立性に関する基準を参考にしながら、判断しております。

　

ハ 社外取締役及び社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

(Ａ)社外取締役の田中最代治氏、山口義成氏は、豊富な経験と知見を有しており、取締役会の透明

性の向上および監督機能の強化に繋がるものと考え、社外取締役に選任しております。

(Ｂ)社外監査役の山崎篤士氏は、弁護士であり、法令および会社法務に精通した見地から当社のガ

バナンス強化を図るべく社外監査役に選任しております。

(Ｃ)社外監査役の加賀聡氏は、公認会計士であり、会計および財務に精通した見地から当社のガバ

ナンス強化を図るべく社外監査役に選任しております。

　

ニ 社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

　当社は、取締役５名のうち２名の社外取締役を選任するとともに、社外監査役２名を含む３名に

より構成された監査役会を設置しております。当社の社外取締役および社外監査役は、４名全員が

東京証券取引所の定める独立性要件を充足しており、コーポレート・ガバナンスの向上に資するも

のと考えております。

　

ホ 社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連

携並びに内部統制部門との関係

　当社の社外取締役および社外監査役は、取締役会で議案等に対し適宜質問や監督・監査上の所見

を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行っておりま

す。また、社外監査役は、常勤監査役、会計監査人および内部監査部門と定期的に会議をもち、情

報収集および課題の共有を図っております。さらに、内部統制に関しては、常勤監査役ならびにコ

ンプライアンス・マネジメント委員会、内部監査室および会計監査人との間で認識を共有するとと

もに、内部統制組織の継続的な改善に取り組んでおります。

　

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

27 27 0 － － 1

監査役
(社外監査役を除く。)

8 8 0 － － 2

社外役員 13 13 － － － 5
 

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　

総額(百万円)
対象となる役員の
員数(名)

内容

13 1 取締役兼務使用人１名の年間支給額
 

　

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は取締役の報酬は、株主総会が決定する報酬額の限度額内とし、取締役会において役員報酬

規程に則り決定しております。また、監査役の報酬は株主総会が決定する報酬額の限度額内とし、

監査役会において決定しております。なお、役員賞与は取締役の報酬等の一部として取締役会にお

いて決議するものとしております。

　

⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

該当事項はありません。

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

⑥  会計監査の状況

　会計監査につきましては、九段監査法人との間で会社法監査及び金融商品取引法監査についての監

査契約を締結しております。当期（平成24年10月1日から平成25年9月30日まで）において業務を執行

した公認会計士の氏名、継続関与年数及び監査業務にかかる補助者の構成については次のとおりであ

ります。

業務執行社員：越智　敦生、光成　卓郎　

※継続関与年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

　

　当社の監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　４名、公認会計士試験合格者　１名
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⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ　自己株式の取得

当社は会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行でき

るようにするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

　

ロ　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議をもって、毎年３月31日を基準日

として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元

を行うことを目的とするものであります。

　

⑧ 取締役の定数

当社の取締役は11名以内とする旨定款に定めております。

　

⑨ 取締役の選任の決議要因

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の

選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めております。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 25 － 23 －

連結子会社 － － － －

計 25 － 23 －
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

九段監査法人から提示された監査計画について、その監査日数、監査内容および会社の規模等を勘

案のうえ、適宜判断しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年10月１日から平成

25年９月30日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年10月１日から平成25年９月30日まで)の財務諸

表について、九段監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※1 472,825 ※1 345,430

受取手形及び売掛金 590,086 484,752

商品及び製品 139,159 －

商品 － 171,027

原材料及び貯蔵品 22,241 －

前払費用 14,311 14,009

未収入金 90,159 115,377

繰延税金資産 54,945 19,654

その他 18,517 27,509

貸倒引当金 △19,268 △11,270

流動資産合計 1,382,979 1,166,490

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,786 17,086

減価償却累計額 △6,257 △7,927

建物及び構築物（純額） 6,528 9,158

機械装置及び運搬具 631 821

減価償却累計額 △402 △708

機械装置及び運搬具（純額） 229 113

工具、器具及び備品 86,774 45,309

減価償却累計額 △78,682 △37,202

工具、器具及び備品（純額） 8,092 8,107

リース資産 7,740 1,764

減価償却累計額 △967 △661

リース資産（純額） 6,772 1,102

有形固定資産合計 21,622 18,481

無形固定資産

のれん 113,549 12,761

ソフトウエア 18,976 23,842

ソフトウエア仮勘定 6,295 －

電話加入権 3,743 －

無形固定資産合計 142,565 36,603

投資その他の資産

投資有価証券 2,900 －

長期貸付金 33,803 36,939

敷金 33,337 31,916

差入保証金 30,295 31,273

保険積立金 20,731 53,062

その他 11,321 54,618

貸倒引当金 △8,156 △48,836

投資その他の資産合計 124,232 158,974

固定資産合計 288,420 214,059

資産合計 1,671,400 1,380,550
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金
※1 388,339 ※1 366,289

短期借入金 658,417 547,885

1年内返済予定の長期借入金 27,584 25,884

未払法人税等 14,284 8,385

未払金 36,551 34,057

未払費用 20,424 12,541

預り金 95,659 85,762

未払消費税等 12,115 17,669

製品保証引当金 180 －

本社移転費用引当金 5,600 －

債務保証損失引当金 6,754 1,704

賞与引当金 12,339 136

その他 18,958 6,135

流動負債合計 1,297,207 1,106,449

固定負債

長期借入金 99,918 74,034

長期預り金 102,515 92,409

負ののれん 5,333 4,148

繰延税金負債 10,857 －

その他 18,087 7,467

固定負債合計 236,711 178,059

負債合計 1,533,919 1,284,509

純資産の部

株主資本

資本金 300,000 356,629

資本剰余金 348,553 313,809

利益剰余金 △518,460 △615,089

自己株式 △845 △845

株主資本合計 129,248 54,505

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 3,233 31,732

その他の包括利益累計額合計 3,233 31,732

新株予約権 1,846 3,919

少数株主持分 3,153 5,883

純資産合計 137,481 96,040

負債純資産合計 1,671,400 1,380,550
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 4,423,578 4,056,981

売上原価
※1 3,244,711 ※1 2,962,700

売上総利益 1,178,867 1,094,281

販売費及び一般管理費
※2, ※3 1,153,969 ※2, ※3 1,123,312

営業利益又は営業損失（△） 24,898 △29,030

営業外収益

受取利息 2,190 1,315

受取手数料 891 840

負ののれん償却額 1,185 1,185

消費税免除益 2,177 －

在庫処分益 － 1,421

その他 6,620 3,800

営業外収益合計 13,065 8,563

営業外費用

支払利息 14,961 14,215

為替差損 － 6,408

株式交付費 － 10,776

開業費償却 2,678 －

その他 5,913 4,384

営業外費用合計 23,552 35,785

経常利益又は経常損失（△） 14,410 △56,252

特別利益

固定資産売却益 1,490 1,436

新株予約権戻入益 5,251 963

関係会社株式売却益 17,487 －

事業譲渡益 － 10,659

受取和解金 10,047 400

未払金精算益 7,116 －

その他 1,057 －

特別利益合計 42,451 13,459

特別損失

減損損失
※4 3,767 ※4 11,714

損害賠償金 2,516 6,581

本社移転費用引当金繰入額 5,600 －

固定資産除却損 － 956

事業整理損 － 55,131

投資有価証券評価損 － 2,900

債務保証損失 9,042 13,841

債務保証損失引当金繰入額 6,754 1,704

その他 1,884 2,510

特別損失合計 29,565 95,340

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

27,296 △138,133

法人税、住民税及び事業税 19,311 23,653

法人税等調整額 △12,449 24,433

法人税等合計 6,861 48,086
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少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

20,434 △186,220

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,493 1,781

EDINET提出書類

レカム株式会社(E02971)

有価証券報告書

 47/111



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

当期純利益又は当期純損失（△） 25,928 △188,002
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【連結包括利益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

20,434 △186,220

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,201 29,385

その他の包括利益合計
※1 1,201 ※1 29,385

包括利益 21,636 △156,835

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 27,129 △159,503

少数株主に係る包括利益 △5,493 2,668
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 915,450 300,000

当期変動額

新株の発行 － 56,629

減資 △615,450 －

当期変動額合計 △615,450 56,629

当期末残高 300,000 356,629

資本剰余金

当期首残高 794,928 348,553

当期変動額

新株の発行 － 56,629

減資 615,450 －

資本剰余金から利益剰余金への振替 △1,061,825 △91,373

当期変動額合計 △446,375 △34,743

当期末残高 348,553 313,809

利益剰余金

当期首残高 △1,606,214 △518,460

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 25,928 △188,002

資本剰余金から利益剰余金への振替 1,061,825 91,373

当期変動額合計 1,087,753 △96,628

当期末残高 △518,460 △615,089

自己株式

当期首残高 △845 △845

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △845 △845

株主資本合計

当期首残高 103,319 129,248

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 25,928 △188,002

新株の発行 － 113,259

当期変動額合計 25,928 △74,742

当期末残高 129,248 54,505
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

当期首残高 2,032 3,233

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,201 28,498

当期変動額合計 1,201 28,498

当期末残高 3,233 31,732

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 2,032 3,233

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,201 28,498

当期変動額合計 1,201 28,498

当期末残高 3,233 31,732

新株予約権

当期首残高 2,977 1,846

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,131 2,073

当期変動額合計 △1,131 2,073

当期末残高 1,846 3,919

少数株主持分

当期首残高 6,999 3,153

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,845 2,730

当期変動額合計 △3,845 2,730

当期末残高 3,153 5,883

純資産合計

当期首残高 115,328 137,481

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 25,928 △188,002

新株の発行 － 113,259

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,775 33,302

当期変動額合計 22,152 △41,440

当期末残高 137,481 96,040
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

27,296 △138,133

減価償却費 14,673 17,715

減損損失 3,767 11,714

のれん償却額 45,842 45,842

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,566 32,623

製品保証引当金の増減額（△は減少） △150 △180

受取利息及び受取配当金 △2,190 △1,315

支払利息 14,961 14,215

売上債権の増減額（△は増加） 57,611 113,859

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,550 △8,927

仕入債務の増減額（△は減少） 2,000 △21,532

その他の償却額 1,202 1,217

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） 5,600 △5,600

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,058 △13,070

固定資産売却損益（△は益） － △1,436

固定資産除却損 － 956

債務保証損失 9,042 13,841

債務保証損失引当金繰入額 6,754 1,704

受取和解金 △10,047 △400

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,673 5,554

その他の流動資産の増減額（△は増加） △12,514 △840

その他の流動負債の増減額（△は減少） 157 △5,238

その他の固定負債の増減額（△は減少） △3,974 △2,595

関係会社株式売却損益（△は益） △17,487 －

その他 △27,080 △30,025

小計 114,833 29,948

利息及び配当金の受取額 1,976 651

利息の支払額 △14,551 △15,288

法人税等の支払額 △25,414 △35,841

損害賠償金の支払額 △2,516 －

受取和解金の受取額 4,120 400

債務保証履行による支出額 △19,898 △20,595

営業活動によるキャッシュ・フロー 58,549 △40,725
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,454 △6,990

無形固定資産の取得による支出 △11,976 △18,841

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △5,816

貸付金の回収による収入 5,669 752

貸付けによる支出 △3,700 △5,966

定期預金の預入による支出 △2,400 △42,213

定期預金の払戻による収入 － 24,800

事業譲渡による収入 2,625 －

敷金及び保証金の差入による支出 △3,864 △22,660

敷金及び保証金の回収による収入 2,224 19,855

保険積立金の積立による支出 － △32,008

連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による収
入

8,827 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,048 △89,088

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △72,598 △110,532

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △6,158 △27,584

配当金の支払額 △13 －

リース債務の返済による支出 △9,086 △4,030

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 113,259

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,143 △28,886

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,234 21,111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 65,879 △137,589

現金及び現金同等物の期首残高 315,364 381,244

現金及び現金同等物の期末残高
※1 381,244 ※1 243,654

EDINET提出書類

レカム株式会社(E02971)

有価証券報告書

 53/111



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　４社

連結子会社名

株式会社アスモ

琉球レカム・リール株式会社

大連レカム通信設備有限公司

長春レカムＢＰＯサービス有限公司

平成25年６月１日をもって、当社は(旧)レカム株式会社を吸収合併したことから、連結の範囲から除

外しております。

　なお、連結財務諸表の作成にあたりましては、消滅会社である(旧)レカム株式会社の平成25年５月31

日までの損益計算書を連結しております。

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　 －社

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

大連レカム通信設備有限公司 12月31日

長春レカムＢＰＯサービス有限公司 12月31日
 

連結財務諸表の作成に当たって、大連レカム通信設備有限公司および長春レカムＢＰＯサービス有限

公司については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

商品

移動平均法による原価法を採用しております。（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法を、また、在外連結子会社は主として定額法を採用し

ております。
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なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

イ　建物及び構築物

10年～39年

ロ　機械装置及び運搬具

２年～10年

ハ　工具、器具及び備品

２年～８年

平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。

　なお、当社および国内連結子会社におきましては、法人税法の改正に伴い、前連結会計年度におい

て、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方

法に変更しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

 ・株式交付費

支払時に全額費用処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　債務保証損失引当金

レカム株式会社が販売する特定のリース対象物件について、顧客がスマートレンダー株式会社と契

約した際のリース債務残高に対して、及びＣＢＳフィナンシャルサービス株式会社との割賦販売契約

を締結した際の割賦販売残高に対して、それぞれ一定割合の債務保証を行っております。そのため、

顧客の信用状態等を考慮した損失見込額を引当金として計上しております。

③　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度における負

担額を計上しております。
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(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんおよび負ののれん（平成22年３月31日以前に発生）の償却については、８年間の均等償却をし

ております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　
　

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

　
(未適用の会計基準等)

該当事項はありません。　
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(表示方法の変更)

連結貸借対照表

前連結会計年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「保険積立金」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対諸表において「投資その他の資産」の「その他」に表示し

ていた32,053千円は、「保険積立金」20,731千円、「その他」11,321千円として組替えております。

　

　
(連結貸借対照表関係)

※１　担保に供されている資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供されている資産

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

定期預金 60,000千円 60,000千円
 

　

担保付債務

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

買掛金 41,427千円 39,065千円
 

　

２　偶発債務

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

リース債務保証 33,904千円 23,416千円

割賦債務保証  136,976 75,098

金銭債務保証 25,969 56,804
 

当社が販売する商品のうち、スマートレンダー株式会社に対するリース販売、およびＣＢＳフィナ

ンシャルサービス株式会社に対する割賦販売については、顧客が債務不履行の状態になった場合には

残債務の50％をレカム株式会社が債務保証する契約を締結しております。

　また、当社の代表取締役がオリックス株式会社との間で締結した支払委託契約に対して、弁済残高

に対する債務保証を行っております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

売上原価 26,736千円 35,497千円
 

　

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

従業員給与手当 545,773千円 513,812千円

賞与引当金繰入額 12,339 －

貸倒引当金繰入額 4,614 34,421
 

　

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

18,577千円 18,747千円
 

　

※４ 減損損失

　前連結会計年度(自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

統括業務施設 建物 東京都港区
 

当社グループにおける資産のグルーピングは管理会計上の区分によっております。

その結果、当社の統括業務施設については、本社の移転により使用見込みが無くなったため、当該

資産グループの帳簿価額を全額減損損失(3,767千円)として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物3,767千円であります。

　

　当連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失

電話回線使用 電話加入権 全地区 3,743千円

情報通信機器製造事業用

ソフトウェア
ソフトウェア 神奈川県相模原市 2,853

コールセンター設備 工具、器具及び備品、リース資産 沖縄県那覇市 5,118
 

　当社における資産のグルーピングは管理会計上の区分によっております。

電話加入権は、市場価格が著しく下落しており、今後も回復の見込みがないことから減損を認識する

に至っております。

情報通信機器製造事業用ソフトウェアについては、株式会社アスモの情報通信機器製造事業での使用

を目的としていたものであり、当該事業からの撤退に伴い減損を認識いたしました。

コールセンター設備については、コールセンター事業からの撤退に伴い減損認識したものです。

　

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益の内訳
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前連結会計年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

為替換算調整勘定   

 当期発生額 1,201千円 29,385千円

その他の包括利益合計 1,201 29,385
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 223,327 ― ― 223,327
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130
 

　

３　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 1,846

合計 ― ― ― ― ― 1,846
 

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 223,327 94,383 ― 317,710
 

（変動事由の概要）

新株の発行（新株予約権の行使）

　ライツオファリングの権利行使による増加　94,383株

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130
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３　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― 3,919

提出会社 第10回新株予約権 普通株式 ― 223,197 94,383 128,814 ―

合計 ― ― ― ― ― 3,919
 

（注）第10回新株予約権数の増加は、発行によるものです。また減少は、新株予約権の権利行使による

ものであります。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

現金及び預金勘定 472,825千円 345,430千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △84,362 △101,775

別段預金 △7,218 -

現金及び現金同等物 381,244 243,654
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(リース取引関係)

 ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　　　情報通信機器販売事業における販売管理設備(工具、器具及び備品)であります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 (単位：千円)

 

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

工具、器具及び備品 26,967 6,726 20,240 ―

ソフトウエア 13,666 4,885 8,480 300

合計 40,634 11,612 28,721 300
 

　
当連結会計年度末残高はありません。

　
2. 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

１年内 2,911

１年超 ―

合計 2,911

リース資産減損勘定の残高 2,595
 

　
　当連結会計年度末残高はありません。
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3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

支払リース料 8,872 1,384

リース資産減損勘定の取崩額 8,250 2,595

減価償却費相当額 7,856 1,291

支払利息相当額 200 11
 

　

4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に子会社の運転資金を銀行等金

融機関からの借入により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、

与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金並びに取引先企業等に対する長期貸付金は、顧客の

信用リスクに晒されております。また、敷金は主に賃貸借物件等の契約時に預託したものであり、保

証金は主に取引先との取引に応じて預託したものでありますが、預託先の信用リスクに晒されており

ます。

営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等、預り金は、ほとんど３ヶ月以内の支払期日であり

ます。借入金は、主に子会社の運転資金として調達したものであります。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、各子会社における営業部門が主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照

表価額により表されています。

② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループでは、各部署からの報告に基づき経理グループが適時に資金繰計画を作成・更新する

ことなどにより、流動性リスクを管理しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち、39.9％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注２)を参照ください。)。

　
前連結会計年度(平成24年９月30日)

(単位：千円)

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 472,825 472,825 ―

(2) 受取手形及び売掛金 590,086   

　　貸倒引当金（※） △19,268   

 570,818 570,818 ―

(3) 未収入金 90,159 90,159 ―

(4) 長期貸付金 33,803 33,670 132

資産計 1,167,607 1,167,474 132

(1) 買掛金 388,339 388,339 ―

(2) 短期借入金 658,417 658,417 ―

(3) 未払法人税等 14,284 14,284 ―

(4) 未払金 36,551 36,551 ―

(5) 預り金 95,659 95,659 ―

(6) 未払消費税等 12,115 12,115 ―

(7) 長期借入金
　　　(一年内返済予定を含む)

127,502 126,305 1,196

負債計 1,332,868 1,331,671 1,196
 

　※ 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度(平成25年９月30日)

(単位：千円)

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 345,430 345,430 －

(2) 受取手形及び売掛金 484,752   

　　貸倒引当金（※） △11,270   

 473,482 473,482 －

(3) 未収入金 115,377 115,377 －

(4) 長期貸付金
　　　(1年以内回収予定を含む）

38,251 39,131 879

資産計 972,542 973,421 879

(1) 買掛金 366,289 366,289 －

(2) 短期借入金 547,885 547,885 －

(3) 未払法人税等 8,385 8,385 －

(4) 未払金 34,057 34,057 －

(5) 預り金 85,762 85,762 －

(6) 長期借入金
　　　(一年内返済予定を含む)

99,918 99,900 △17

(7) リース債務
　　　(一年内返済予定を含む)

2,290 2,292 2

負債計 1,144,587 1,144,572 △15
 

　※ 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

　

(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 未収入金

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

(4) 長期貸付金

その将来キャッシュ・フローをリスクフリーレート（同期間の国債利回り）で割り引いた現在価値に

より算定しております。

　

負  債

(1) 買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)未払金、(5)預り金、並びに(6)未払消費税等

これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。
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（6）(7) 長期借入金、リース債務

元金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算出しております。

　
　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：千円)

区分 平成24年９月30日 平成25年９月30日

（資産）   

非上場株式 2,900 －

敷金 33,337 31,916

保証金 30,295 31,273

（負債）   

長期預り金 102,515 92,409
 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「２　金融商品の時価等に関する事項」には記載しておりません。

　なお、当連結会計年度において、非上場株式について2,900千円の減損処理を行っております。

　敷金は主に、本社及び社宅契約に係る差入敷金となりますが、市場価額がなく、実質的な預託期間を

算定することは困難であることから、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「２　金融商品の時価等に関する事項」には記載しておりませ

ん。

　保証金は主に、取引先との取引に応じて預託したものでありますが、市場価額がなく、実質的な預託

期間を算定することは困難であることから、「２　金融商品の時価等に関する事項」には記載しており

ません。

　長期預り金については、主に情報通信機器販売事業における代理店との取引保証金となりますが、代

理店契約期間中は原則として返還を予定していないため、将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、「２　金融商品の時価等に関する事

項」には記載しておりません。

（表示方法の変更）

　前連結会計年度において、時価表示の対象としておりました「敷金」「保証金」につきましては、当

連結会計年度より、「時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上

額」として表示しております。

　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

　
(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

　該当事項はありません。

　
(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成24年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 658,417 ― ― ― ― ―

長期借入金 27,584 25,884 25,884 25,884 20,484 1,782

リース債務 1,783 1,783 1,783 1,939 ― ―

合　　計 687,784 27,667 27,667 27,823 20,484 1,782
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当連結会計年度(平成25年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 547,885 ― ― ― ― ―

長期借入金 25,884 25,884 25,884 20,484 1,782 ―

リース債務 786 887 615 ― ― ―

合　　計 574,555 26,771 26,499 20,484 1,782 ―
 

　

(有価証券関係)

時価評価されていない有価証券

その他の有価証券

前連結会計年度(平成24年９月30日)

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他  

　　非上場株式 2,900

合計 2,900
 

　

　前連結会計年度(平成24年９月30日)に時価評価していなかった非上場株式については、当連結会計

年度(平成25年９月30日)において全額減損処理を実施しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループでは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

　該当事項はありません。

　
２　退職給付費用に関する事項

　　該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

１　費用計上額及び科目名

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費 4,120千円 3,036千円
 

　
２　権利不行使による失効により利益に計上した額

前連結会計年度 当連結会計年度

5,251千円 963千円
 

　

３　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
新株予約権

平成23年10月14日
取締役会決議

新株予約権
平成24年10月19日
取締役会決議

付与対象者の区分及び数

当社取締役 ３名

当社監査役 １名

当社従業員 14名

子会社従業員 ２名
 

当社取締役 ３名

当社監査役 １名

当社従業員 17名

子会社取締役 １名

子会社従業員 ４名
 

 

ストック・オプション数 普通株式 3,820株
 

 

普通株式 4,410株
 

 

付与日 平成23年11月11日 平成24年11月12日

権利確定条件

権利確定日においても付与対象

者の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任、

定年退職等その他の正当な理由

がある場合を除く。

同左

対象勤務期間
自 平成23年10月15日

至 平成25年10月14日

自 平成24年10月20日

至 平成26年10月19日

権利行使期間
自 平成25年10月15日

至 平成30年10月14日

自 平成26年10月20日

至 平成31年10月19日
 　
(注)　株数に換算しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
新株予約権

平成23年10月14日
取締役会決議

新株予約権
平成24年10月19日
取締役会決議

権利確定前　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 5,100 －

　付与 － 6,000

　失効 1,280 1,590

　権利確定 － －

　未確定残 3,820 4,410

権利確定後　　　　　(株)   

　前連結会計年度末 － －

　権利確定 － －

　権利行使 － －

　失効 － －

　未行使残 － －
 

　

②　単価情報

 
新株予約権

平成23年10月14日
取締役会決議

新株予約権
平成24年10月19日
取締役会決議

権利行使価格　　　　(円) 1,466 1,721

行使時平均株価　　　(円) － －

公正な評価単価　(付与日) 757 203
 

　
４　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　(1) 使用した評価技法

ブラック・ショールズ式

　
　(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法

①　株価変動性　　　 16.9％　

　発行日までの直近90日間の株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　4.5年　

　十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間時点にお

いて行使されるものと推定して見積もっております。

③　無リスク利子率　0.39％　

　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　
５　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

繰延税金資産   

貸倒引当金 3,081千円 22,469千円

貸倒損失 － 319

製品保証引当金 68 －

商品評価損 19,601 7,569

リース資産減損勘定 986 －

株式報酬費用 701 1,489

賞与引当金 1,599 －

債務保証損失引当金 974 647

投資有価証券評価損 － 1,102

減損損失 1,432 4,818

未払事業税 920 965

本社移転費用引当金 1,454 －

その他 205 2,486

税務上の繰越欠損金 796,616 834,266

繰延税金資産小計 827,643 876,130

評価性引当額 △772,697 △856,476

繰延税金資産の合計 54,945 19,654

   

繰延税金負債   

のれん 10,857 －

繰延税金負債小計 10,857 －

評価性引当額 － －

繰延税金負債の合計 10,857 －
   

 

差引：繰延税金資産純額 44,088 19,654
 

　

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

流動資産－繰延税金資産 54,945千円 19,654千円

固定負債－繰延税金負債 10,857 －
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　

 
前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当連結会計年度
(平成25年９月30日)

法定実効税率 40.7％ －％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4  － 

役員報酬 1.3  － 

評価性引当額 △62.6  － 

住民税均等割 17.7  － 

税率変更による影響 17.1  － 

修正申告等による納税額 1.8  － 

在外子会社の適用税率差異 △17.1  － 

税効果未認識の在外子会社による影響額 1.4  － 

子会社売却による影響額 21.4  － 

その他 1.0  － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.1  － 
 

（注）当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

　共通支配下の取引等

（取引の概要）

１．被結合企業の名称及び事業の内容

　被結合企業の名称： レカム株式会社（以下、旧レカム）

　事業の内容： 情報通信機器販売事業

２．企業結合日

　平成25年６月１日

３．企業結合の法的形式

　当社を存続会社、旧レカムを消滅会社とする吸収合併

４．結合後企業の名称

　レカム株式会社

　企業結合日と同日に商号をレカムホールディングス株式会社からレカム株式会社へ変更しており

ます。

５．その他の取引の概要に関する事項

　当社グループは、平成20年10月より、当社を純粋持株会社とし、その下に「情報通信機器販売事

業」「情報通信機器製造事業」「その他の事業」の各事業を営む事業子会社を置く「純粋持株会社

体制」により経営を推進してまいりましたが、近時におけるグループの業容は、販売事業を営む連

結子会社である旧レカムにほぼ一極集中の状況となっておりました。

　そのような現状において、当社グループの競争力強化のためには、純粋持株会社による経営管理

ではなく、経営体制の簡素化を図り、グループの中核事業会社が経営管理することによって、効率

的かつ迅速な意思決定を可能とすべく、当社と旧レカムとの吸収合併による事業持株会社体制へと

再移行することが最適であると判断いたしました。
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（実施した会計処理の概要）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成20年12月26日）

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

 

(資産除去債務関係)

　　該当事項はありません。　

　
(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

（１）報告セグメントの決定方法および各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループは、情報通信機器販売事業、情報通信機器製造事業等、複数の事業を営んでおりま

す。連結子会社が各々独立した経営単位として、主体的に各事業毎の包括的な事業戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

　従って、当社は連結各社を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「情報通信機器販

売事業」「情報通信機器製造事業」「ＢＯＰ事業」「コールセンター事業」の４つを報告セグメント

とし、報告セグメントに含まれない事業を「その他」の区分としております。

　「情報通信機器販売事業」は、主にビジネスホン、デジタル複合機、その他ＯＡ機器の販売を行っ

ております。「情報通信機器製造事業」は、ビジネスホン端末の製造及び開発を、「BPO(Business

Process Outsourcing)事業」は中国国内における情報通信機器販売とグループ内の管理業務の受託事

業及びグループ外の顧客からのアウトソース事業、コールセンター事業は情報通信機器販売事業への

アウトバウンドテレマーケティングを行っております。

　

（２）報告セグメントの変更等に関する事項

　当連結会計年度より、従来の報告セグメントに含まれない「その他」の区分として表示しておりま

した「ＢＰＯ事業」および「コールセンター事業」について、当社グループにおける事業損益に対す

る管理手法を見直したことにより、報告セグメントの「ＢＰＯ事業」および「コールセンター事業」

として表示しております。また、前連結会計年度において、レカムホールディングス株式会社（現レ

カム株式会社）において発生した情報通信機器販売事業に係る管理費用を「調整額」で集計しており

ましたが、報告セグメントの変更に伴い、「情報通信機器販売事業」セグメントで集計するように区

分を変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しており、

「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」の前連

結会計年度に記載しております。

　また、当連結会計年度におきまして、当社グループは事業内容の見直しを行い、「情報通信機器製

造事業」からの撤退と「コールセンター事業」の大幅縮小を行っております。これによる関係会社の

異動はございません。これは、設備、人員の過剰負担な状況が続き、今後の生産性向上は困難である

との判断によるものであります。

　

　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の作成と同一であります。　

　報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。　
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日)

  （単位：千円）

 
報告セグメント

その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

連結財務諸

表計上額

（注）3
情報通信機

器販売事業

情報通信機

器製造事業
ＢＰＯ事業

コールセン

ター事業
計

売上高          

　外部顧客への売上高 4,064,025 208,254 45,889 64,574 4,382,744 40,834 4,423,578 － 4,423,578

　セグメント間の内部

 売上高又は振替高
3,080 23,847 114,934 38,063 179,926 187 180,114 △180,114 －

計 4,067,105 232,102 160,824 102,638 4,562,671 41,021 4,603,692 △180,114 4,423,578

セグメント利益又は損

失（△）
139,210 △20,276 15,711 △56,320 78,325 △14,833 63,492 △38,594 24,898

セグメント資産 1,229,716 151,649 103,892 29,753 1,515,012 97,475 1,612,487 58,912 1,671,400

その他の項目          

  減価償却費 2,862 6,401 3,525 1,044 13,834 645 14,480 192 14,673

 のれんの償却額 47,027 － － － 47,027 － 47,027 － 47,027

 特別利益 14,969 2,547 － 2,194 19,712 － 19,712 22,739 42,451

(関係会社株式売却益) － － － － － － － 17,487 17,487

　特別損失 23,057 － － 238 23,295 － 23,295 6,269 29,565

（債務保証損失） 9,042 － － － 9,042 － 9,042 － 9,042

（債務保証損失引当金

繰入額）
6,754 － － － 6,754 － 6,754 － 6,754

  有形固定資産及び

  無形固定資産の増加額
7,225 － 3,499 8,110 18,836 － 18,836 2,608 21,444

 

(注)１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「Wizbiz」事業であります。な

お、「Wizbiz」事業は、平成24年１月度より連結対象外となっております。

　　２　調整額は、以下のとおりであります。

　　（1）セグメント利益の調整額△38,594千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　（2）セグメント資産の調整額58,912千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグ

メントに帰属しない流動資産及び固定資産であります。

　　（3）特別利益の調整額22,739千円は、各報告セグメントに配分していない特別利益であり、主に報告セグメント

に帰属しない関係会社株式売却益17,487千円、新株予約権戻入益5,251千円であります。

　　（4）特別損失の調整額6,269千円は、各報告セグメントに配分していない特別損失であり、主に報告セグメント

に帰属しない減損損失3,767千円、本社移転費用引当金繰入額2,502千円であります。

　　（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額2,608千円は、各報告セグメントに配分していない有形固

定資産及び無形固定資産であり、主に報告セグメントに帰属しない工具、器具及び備品の増加額1,108千円、ソ

フトウェアの増加額1,500千円であります。

　　３　セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成24年４月1

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更により当連結会計年度のセグメント利益に与える影響はありません。

　　５　前連結会計年度末と比較して、当連結会計年度の報告セグメントごとの資産の金額が著しく変動しておりま

す。その概要は以下のとおりであります。

　　　　「ＢＰＯ事業」「コールセンター事業」セグメントにおいて、連結子会社として琉球レカム・リール株式会

社を設立し、同社においてリース資産を取得したこと等により、セグメント資産が50,436千円増加しておりま

す。
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当連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

  （単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

情報通信機
器販売事業

情報通信機
器製造事業

ＢＰＯ事業
コールセン
ター事業

合計

売上高        

　外部顧客への売上高 3,834,531 182,243 34,914 5,291 4,056,981 － 4,056,981

　セグメント間の内部
 売上高又は振替高

96,832 9,089 219,582 10,923 336,428 △336,428 －

計 3,931,364 191,333 254,497 16,215 4,365,433 △336,428 4,056,981

セグメント利益又は損失
（△）

95,034 △39,259 15,718 △43,515 27,977 △57,007 △29,030

セグメント資産 997,122 43,855 238,468 3,861 1,283,307 97,243 1,380,550

その他の項目        

  減価償却費 5,309 3,026 4,081 514 12,930 2,880 15,810

 のれんの償却額 47,027 － － － 47,027 － 47,027

 特別利益 12,096 400 － － 12,496 963 13,459

　特別損失 28,917 50,280 － 13,242 92,440 2,900 95,340

（債務保証損失） 13,841 － － － 13,841 － 13,841

（債務保証損失引当金
繰入額）

1,704 － － － 1,704 － 1,704

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

32,523 － 384 － 32,908 － 32,908
 

(注)１　調整額は、以下のとおりであります。

　　（1）セグメント利益の調整額△57,007千円には、セグメント間取引消去△36,867千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△20,140千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費

及び一般管理費であります。

　　（2）セグメント資産の調整額97,243千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグ

メントに帰属しない流動資産及び固定資産であります。

　　（3）特別利益の調整額963千円は、各報告セグメントに配分していない特別利益であり、報告セグメントに帰属

しない新株予約権戻入益であります。

　　（4）特別損失の調整額2,900千円は、各報告セグメントに配分していない特別損失であり、報告セグメントに帰

属しない投資有価証券評価損であります。

　　２　セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　３　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、前連結会計年度より、平成24年４月1

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、この変更により当連結会計年度のセグメント利益に与える影響はありません。

　　４　前連結会計年度末と比較して、当連結会計年度の報告セグメントごとの資産の金額が著しく変動しておりま

す。その概要は以下のとおりであります。

　「情報通信機器販売事業」セグメントにおいて、主に有利子負債を返済したことにより、セグメント資産が

232,594千円減少しております。

　「情報通信機器製造事業」セグメントにおいて、事業譲渡を実施したことにより、セグメント資産が107,793

千円減少しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2) 有形固定資産

  (単位：千円)

日本 中国 合計

13,976 7,646 21,622
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

オリックス株式会社 2,174,429 情報通信機器販売事業

ＮＴＴファイナンス株式会社 584,102 情報通信機器販売事業
 

　

当連結会計年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

(2) 有形固定資産

  (単位：千円)

日本 中国 合計

11,589 6,891 18,481
 

　

３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

オリックス株式会社 2,136,926 情報通信機器販売事業

ＮＴＴファイナンス株式会社 596,362 情報通信機器販売事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
情報通信機器
販売事業

情報通信機器
製造事業

ＢＰＯ事業
コールセンター

事業

減損損失 ― ― ― ― 3,767 3,767
 

　
当連結会計年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
情報通信機器
販売事業

情報通信機器
製造事業

ＢＰＯ事業
コールセンター

事業

減損損失 3,743 2,853 ― 5,118 ― 11,714
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

       (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
情報通信機
器販売事業

情報通信機
器製造事業

ＢＰＯ事業
コールセン
ター事業

計

（のれん）         

当期償却額 47,027 － － － 47,027 － － 47,027

当期末残高 113,549 － － － 113,549 － － 113,549

（ 負ののれ
ん）

        

当期償却額 1,185 － － － 1,185 － － 1,185

当期末残高 5,333 － － － 5,333 － － 5,333
 

　

当連結会計年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
情報通信機
器販売事業

情報通信機
器製造事業

ＢＰＯ事業
コールセン
ター事業

計

（のれん）        

当期償却額 47,027 － － － 47,027 － 47,027

当期末残高 12,761 － － － 12,761 － 12,761

（負ののれん）        

当期償却額 1,185 － － － 1,185 － 1,185

当期末残高 4,148 － － － 4,148 － 4,148
 

　（注）のれんは、当期償却額47,027千円の他、カウネット事業の譲渡により53,760千円減少しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の役員等

前連結会計年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

　役員 伊藤 秀博 － －
当社　　　　
代表取締役

 (被所有)
 直接12.09
 

－

－ －
長期　　
貸付金

30,000

受取利息 1,016 － －

 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．役員に対する資金貸与の利率は2.0％、期間は平成23年４月15日～平成26年４月14日であります。

　

当連結会計年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

　役員 伊藤 秀博 － －
当社　　　　
代表取締役

 (被所有)
 直接15.34

－

－ －
長期　　
貸付金

30,000

受取利息 600 － －

債務の保証 56,804 － －

 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．役員に対する資金貸与の利率は2.0％、期間は平成23年４月15日～平成26年４月14日であります。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

連結財務諸表提出会社の役員等

　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

　役員 伊藤 秀博 － －
当社　　　　
代表取締役

 (被所有)
 直接12.09

－ 債務の保証 25,969 － －

 

　

当連結会計年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

　該当事項はありません。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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１．行使された本新株予約権の数  208,952個

２．発行した株式の種類及び株式数 普通株式 208,952株

３．発行価額1株当たり  1,200円

４．発行総額  250,742,400円

５．発行総額のうち資本金へ組み入れた額  125,371,200円

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

１株当たり純資産額 593.56円
 

 

１株当たり純資産額 271.54円
 

 

１株当たり当期純利益金額 116.17円
 

 

１株当たり当期純損失金額 △833.76円
 

 

 

(注) １　前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄

化効果を有していないため記載しておりません。

２　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失であるため記載して

おりません。

３　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損
失金額

  

　当期純利益又は当期純損失（△）(千
円)

25,928 △188,002

　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

　普通株式に係る当期純利益又は当期純
損失（△）(千円)

25,928 △188,002

　期中平均株式数(株) 223,197 225,487

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権(旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づく新

株予約権の数 389個。会社法第

236条、第238条および第239条な

らびに会社法第361条および第387

条の規定に基づく新株予約権の数

5,100個。)

会社法第236条、第238条および第

239条ならびに会社法第361条およ

び第387条の規定に基づく新株予

約権の数8,230個。)

 

　

(重要な後発事象)

　平成25年8月9日に公表したライツ・オファリングによる第10回新株予約権は、権利行使期間が平成

25年10月18日をもって終了しております。平成25年９月19日の権利行使開始日からの権利行使状況は

以下のとおりとなっております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 658,417 547,885 1.89 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 27,584 25,884 2.03 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,783 813 12.18 ―

長期借入金
　(１年以内に返済予定のものを除く)

99,918 74,034 2.05 平成30年２月

リース債務
　(１年以内に返済予定のものを除く)

5,506 1,476 12.18 平成28年３月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 793,209 650,093 ― ―
 

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 25,884 25,884 20,484 1,782

リース債務 938 538 ― ―
 

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 1,049,407 2,085,885 3,028,542 4,056,981

税金等調整前四半期(当期)純
損失金額（△）

(千円) △67,868 △48,607 △125,596 △138,133

四半期(当期)純損失金額
（△）

(千円) △89,484 △86,491 △190,560 △188,002

１株当たり四半期（当期）純
損失金額（△）

(円) △400.92 △387.51 △853.77 △833.76

 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失
金額(△)

(円) △400.92 13.40 △466.26 11.01
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※1 173,012 ※1 278,886

売掛金
※2 1,800 ※2 460,861

商品 － 168,804

前払費用 3,926 18,038

未収入金
※2 59,469 ※2 112,665

未収還付法人税等 7,825 13,751

繰延税金資産 48,833 18,987

その他 2 12,445

貸倒引当金 － △11,270

流動資産合計 294,869 1,073,170

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 － 9,539

減価償却累計額 － △2,135

建物附属設備（純額） － 7,404

工具、器具及び備品 11,824 23,706

減価償却累計額 △10,557 △20,623

工具、器具及び備品（純額） 1,266 3,082

リース資産 － 1,764

減価償却累計額 － △661

リース資産（純額） － 1,102

有形固定資産合計 1,266 11,589

無形固定資産

ソフトウエア 3,595 23,038

電話加入権 3,242 －

無形固定資産合計 6,838 23,038

投資その他の資産

投資有価証券 2,900 －

関係会社株式 169,185 －

関係会社出資金 44,981 44,981

長期貸付金 － 2,285

関係会社長期貸付金 64,000 －

役員に対する長期貸付金 30,000 30,000

従業員に対する長期貸付金 － 4,654

敷金及び保証金 20,647 62,500

保険積立金 － 53,062

破産更生債権等 － 52,393

その他 2,028 2,028
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

貸倒引当金 － △48,639

投資その他の資産合計 333,741 203,266

固定資産合計 341,846 237,893

資産合計 636,716 1,311,064

負債の部

流動負債

買掛金 －
※1, ※2 351,344

短期借入金 － 48,810

1年内返済予定の長期借入金 － 25,884

未払金
※2 67,662 ※2 29,939

未払費用 2,286 7,801

未払法人税等 1,243 6,749

預り金 1,905 85,148

本社移転費用引当金 2,502 －

債務保証損失引当金 － 1,704

賞与引当金 1,000 －

その他 1,935 17,770

流動負債合計 78,535 575,154

固定負債

長期借入金 － 74,034

長期預り金 － 92,409

負ののれん － 4,148

その他 － 2,290

固定負債合計 － 172,881

負債合計 78,535 748,035

純資産の部

株主資本

資本金 300,000 356,629

資本剰余金

資本準備金 100,000 156,629

その他資本剰余金 248,553 157,180

資本剰余金合計 348,553 313,809

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △91,373 △110,485

利益剰余金合計 △91,373 △110,485

自己株式 △845 △845

株主資本合計 556,335 559,109

新株予約権 1,846 3,919

純資産合計 558,181 563,028
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年９月30日)

当事業年度
(平成25年９月30日)

負債純資産合計 636,716 1,311,064
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高
※2 247,902 ※2 1,537,156

売上原価 －
※1, ※2 992,267

売上総利益 247,902 544,888

販売費及び一般管理費
※2, ※3 267,263 ※2, ※3 497,176

営業利益又は営業損失（△） △19,361 47,712

営業外収益

受取利息
※2 4,677 ※2 1,623

負ののれん償却額 － 395

償却債権取立益 1,012 －

その他 1,319 1,174

営業外収益合計 7,009 3,193

営業外費用

支払利息 － 1,097

支払手数料 2,000 －

株式交付費 － 10,776

その他 450 426

営業外費用合計 2,450 12,300

経常利益又は経常損失（△） △14,802 38,605

特別利益

新株予約権戻入益 5,251 963

関係会社株式売却益 2,262 －

事業譲渡益 － 1,239

抱合せ株式消滅差益 － 74,864

特別利益合計 7,513 77,067

特別損失

減損損失
※4 3,767 ※4 3,743

本社移転費用引当金繰入額 2,502 －

関係会社支援損 101,089 166,881

関係会社株式評価損 － 9,000

事業整理損 － 2,276

投資有価証券評価損 － 2,900

債務保証損失 － 3,446

債務保証損失引当金繰入額 － 1,704

その他 － 8,912

特別損失合計 107,358 198,864

税引前当期純損失（△） △114,647 △83,191

法人税、住民税及び事業税 △2,298 4,678

法人税等調整額 △20,975 22,615

法人税等合計 △23,273 27,294

当期純損失（△） △91,373 △110,485
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 915,450 300,000

当期変動額

新株の発行 － 56,629

減資 △615,450 －

当期変動額合計 △615,450 56,629

当期末残高 300,000 356,629

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 373,221 100,000

当期変動額

新株の発行 － 56,629

減資 △273,221 －

当期変動額合計 △273,221 56,629

当期末残高 100,000 156,629

その他資本剰余金

当期首残高 421,707 248,553

当期変動額

減資 888,671 －

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

△1,061,825 △91,373

当期変動額合計 △173,154 △91,373

当期末残高 248,553 157,180

資本剰余金合計

当期首残高 794,928 348,553

当期変動額

新株の発行 － 56,629

減資 615,450 －

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

△1,061,825 △91,373

当期変動額合計 △446,375 △34,743

当期末残高 348,553 313,809

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 10,003 －

当期変動額

減資 △10,003 －

当期変動額合計 △10,003 －

当期末残高 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,071,828 △91,373

当期変動額

当期純損失（△） △91,373 △110,485

減資 10,003 －

その他資本剰余金からその他利益剰
余金への振替

1,061,825 91,373

当期変動額合計 980,455 △19,112

当期末残高 △91,373 △110,485

利益剰余金合計

当期首残高 △1,061,825 △91,373

当期変動額

当期純損失（△） △91,373 △110,485

その他資本剰余金からその他利益剰余
金への振替

1,061,825 91,373

当期変動額合計 970,451 △19,112

当期末残高 △91,373 △110,485

自己株式

当期首残高 △845 △845

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △845 △845

株主資本合計

当期首残高 647,708 556,335

当期変動額

当期純損失（△） △91,373 △110,485

新株の発行 － 113,259

当期変動額合計 △91,373 2,773

当期末残高 556,335 559,109

新株予約権

当期首残高 2,977 1,846

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,131 2,073

当期変動額合計 △1,131 2,073

当期末残高 1,846 3,919

EDINET提出書類

レカム株式会社(E02971)

有価証券報告書

 89/111



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年９月30日)

純資産合計

当期首残高 650,685 558,181

当期変動額

当期純損失（△） △91,373 △110,485

新株の発行 － 113,259

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,131 2,073

当期変動額合計 △92,504 4,847

当期末残高 558,181 563,028
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　
(重要な会計方針)

１　重要な資産の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式及び関係会社出資金

・時価のないもの　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

・時価のないもの　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(3) たな卸資産の評価基準および評価方法

・商品　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお主な耐用年数は以下のとおりであります。

① 建物及び構築物　　　10年～27年

② 工具、器具及び備品　５年～８年

平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(3) リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 債務保証損失引当金

レカム株式会社が販売する商品のうち、スマートレンダー株式会社に対するリース販売、およびＣ

ＢＳフィナンシャルサービス株式会社に対する割賦販売については、顧客が債務不履行の状態になっ

た場合には残債務の50％をレカム株式会社が債務保証する契約を締結しております。そのため、顧客

の信用状態等を考慮した損失見込額を引当金として計上しております。

　

４　のれんの償却方法および償却期間

負ののれん（平成22年３月31日以前に発生）の償却については、８年間の均等償却をしておりま

す。

　

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
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 税抜方式によっております。

　(2) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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(会計方針の変更)

　該当事項はありません。

　
(追加情報)

損益計算書

従来は「売上高」、「売上総利益」に区分表示しておりましたが、平成25年6月1日付で、情報通信

機器販売事業を営む旧レカム株式会社を吸収合併し、事業持株会社へ移行したことから、当事業年度

より「売上高」、「売上原価」及び「売上総利益」の区分を設けて計上しております。

　
(貸借対照表関係)

※１　担保に供されている資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供されている資産

 
前事業年度

(平成24年９月30日)
当事業年度

(平成25年９月30日)

定期預金 40,000千円 60,000千円
 

　

担保付債務

 
前事業年度

(平成24年９月30日)
当事業年度

(平成25年９月30日)

関係会社の買掛金 41,427千円 39,065千円
 

　

※２　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成24年９月30日)
当事業年度

(平成25年９月30日)

売掛金 1,800千円 5,400千円

未収入金 59,469 1,311

買掛金 － 22,634

未払金 62,494 8,805
 

　

　３　偶発債務

次の関係会社について、金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成24年９月30日)
当事業年度

(平成25年９月30日)

(旧)レカム株式会社 155,502千円 －千円

株式会社アスモ  669,390 499,075
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(損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額は、次の通りであります。

　

 
前事業年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

売上原価 -　千円 17,217千円
 

　

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

売上高 247,902千円 228,567千円

仕入高 -　 91,303

販売費及び一般管理費 6,043 40,626

受取利息 3,631 832
 

　

※３　販売費及び一般管理費の主な内訳

一般管理費に属する費用の割合は100％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成23年10月１日
至 平成24年９月30日)

当事業年度
(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

役員報酬 33,258千円 41,253千円

従業員給与手当 118,218 228,159

賞与引当金繰入額 1,000 -

法定福利費 18,740 33,763

監査報酬 25,333 23,721

業務委託費 8,435 48,028

支払手数料 11,716 19,841

減価償却費 2,980 4,237
 

　

※４ 減損損失

　前事業年度(自 平成23年10月１日 至 平成24年９月30日)

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

統括業務施設 建物 東京都港区
 

当社における資産のグルーピングは管理会計上の区分によっております。

その結果、当社の統括業務施設については、本社の移転により使用見込みが無くなったため、当該資

産グループの帳簿価額を全額減損損失(3,767千円)として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物3,767千円であります。

　
　当事業年度(自 平成24年10月１日 至 平成25年９月30日)

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失

電話回線使用 電話加入権 全地区 3,743千円
 

　当社における資産のグルーピングは管理会計上の区分によっております。
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電話加入権の市場価格が著しく下落しており、今後も回復の見込みがないことから減損を認識するに

至っております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130
 

　

当事業年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 130 ― ― 130
 

　

(リース取引関係)

前事業年度(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)

　該当事項はありません。

　
当事業年度(自　平成24年10月１日　至　平成25年９月30日)

 ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　　　情報通信機器販売事業における販売管理設備(工具、器具及び備品)であります。

②  リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は

次のとおりであります。

　

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　該当事項はありません。

　　　

２. 未経過リース料期末残高相当額等

　該当事項はありません。
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３. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

 (単位：千円)

 
当事業年度

(自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日)

支払リース料 1,384

リース資産減損勘定の取崩額 2,595

減価償却費相当額 1,291

支払利息相当額 11
 

　

４. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

５. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成24年９月30日現在)

関係会社株式及び関連会社出資金（貸借対照表計上額　関係会社株式169,185千円、関係会社出資金

44,981千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載してお

りません。

　

当事業年度(平成25年９月30日現在)

関係会社出資金（貸借対照表計上額　関係会社出資金 44,981千円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成24年９月30日)
当事業年度

(平成25年９月30日)

繰延税金資産   

関係会社株式評価損 218,448千円 202,736千円

関係会社出資金評価損 18,834 18,834

商品評価損 ― 7,569

投資有価証券評価損 ― 1,102

株式報酬費用 701 1,489

減損損失 1,432 1,788

貸倒引当金繰入超過額 ― 22,394

未払事業税 111 965

賞与引当金 380 ―

本社移転費用引当金 951 ―

負ののれん ― 1,576

その他 ― 1,166

税務上の繰越欠損金 277,433 278,280

繰延税金資産小計 518,293 537,899

評価性引当額 △469,459 △518,912

繰延税金資産の純額 48,833 18,987
   

 

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異については、税引前当期純損失を計上

しているため記載しておりません。
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(企業結合等関係)

　企業結合に関する注記

共通支配下の取引等

（取引の概要）

１．被結合企業の名称及び事業の内容

　　被結合企業の名称： レカム株式会社（以下、旧レカム）

　　事業の内容： 情報通信機器販売事業

２．企業結合日

　平成25年６月１日

３．企業結合の法的形式

　　当社を存続会社、旧レカムを消滅会社とする吸収合併

４．結合後企業の名称

　　レカム株式会社

　企業結合日と同日に商号をレカムホールディングス株式会社からレカム株式会社へ変更して

おります。

５．その他の取引の概要に関する事項

　当社グループは、平成20年10月より、当社を純粋持株会社とし、その下に「情報通信機器販売事

業」「情報通信機器製造事業」「その他の事業」の各事業を営む事業子会社を置く「純粋持株会社

体制」により経営を推進してまいりましたが、近時におけるグループの業容は、販売事業を営む連

結子会社である旧レカムにほぼ一極集中の状況となっておりました。

　そのような現状において、当社グループの競争力強化のためには、純粋持株会社による経営管理

ではなく、経営体制の簡素化を図り、グループの中核事業会社が経営管理することによって、効率

的かつ迅速な意思決定を可能とすべく、当社と旧レカムとの吸収合併による事業持株会社体制へと

再移行することが最適であると判断いたしました。

（実施した会計処理の概要）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成20年12月26日）

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

 

(資産除去債務関係)

　　　該当事項はありません。
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１．行使された本新株予約権の数  208,952個

２．発行した株式の種類及び株式数 普通株式 208,952株

３．発行価額1株当たり  1,200円

４．発行総額  250,742,400円

５．発行総額のうち資本金へ組み入れた額  125,371,200円

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日)

当事業年度
(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

１株当たり純資産額 2,492.57円
 

 

１株当たり純資産額 1,760.52円
 

 

１株当たり当期純損失金額 △409.39円
 

 

１株当たり当期純損失金額 △489.98円
 

 

(注) １　前事業年度および当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

２　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(自　平成23年10月１日
至　平成24年９月30日)

当事業年度
(自　平成24年10月１日
至　平成25年９月30日)

１株当たり当期純損失金額   

　当期純損失（△）(千円) △91,373 △110,485

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　当期純損失（△）(千円) △91,373 △110,485

　期中平均株式数(株) 223,197 225,487

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権(旧商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権の数389個。会社

法第236条、第238条および第

239条ならびに会社法第361条お

よび第387条の規定に基づく新

株予約権の数5,100個。)

会社法第236条、第238条および

第239条ならびに会社法第361条

および第387条の規定に基づく

新株予約権の数8,230個。)

 

　

(重要な後発事象)

　平成25年8月9日に公表したライツ・オファリングによる第10回新株予約権は、権利行使期間が平成

25年10月18日をもって終了しております。平成25年９月19日の権利行使開始日からの権利行使状況は

以下のとおりとなっております。
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資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物及び構築物 － 9,539 - 9,539 2,135 694 7,404

　工具、器具及び備品 11,824 11,882 - 23,706 20,623 1,059 3,082

　リース資産 - 1,764 - 1,764 661 147 1,102

有形固定資産計 11,824 23,186 - 35,010 23,420 1,901 11,589

無形固定資産        

　ソフトウェア 145,431 25,077 - 170,509 147,471 3,019 23,038

　電話加入権 3,242 501
3,743
(3,743)

- - - -

無形固定資産計 148,673 25,578
3,743
(3,743)

170,509 147,471 3,019 23,038

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 － 107,921 － 48,011 59,910

債務保証損失引当金 － 3,182 1,478 － 1,704

本社移転費用引当金 2,502 － 2,502 － －

賞与引当金 1,000 － 1,000 － －

④ 【附属明細表】

　

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

　

 

（注）１　当期増加額のうち、(旧）レカム株式会社を吸収合併したことによる増加額は次のとおりであります。

建物及び構築物 前橋支店設備工事等 3,659千円

工具、器具及び備品 ＰＣ・ネットワーク機器 11,882千円

ソフトウェア 営業管理用ソフトウェア等 24,903千円
 

　　　２　上記以外の当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物及び構築物 本社移転に伴う設備工事 5,880千円
 

　　　３　当期減少額欄の（　）は内数で、当事業年度の減損損失計上額であります。

【引当金明細表】

　

 

（注）１　貸倒引当金の当期増加額には、平成25年６月１日に(旧)レカム株式会社を吸収合併したことによる増加額

が48,011千円含まれております。

　　　２　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。

　　　３　債務保証損失引当金の当期増加額には、平成25年６月１日に(旧)レカム株式会社を吸収合併したことによる

増加額が1,478千円含まれております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 1,728

預金  

　普通預金 215,043

　別段預金 151

　定期預金 61,962

小計 277,157

合計 278,886
 

　

 ロ　売掛金

区分 金額(千円)

オリックス株式会社 193,428

ＮＴＴファイナンス株式会社 31,646

株式会社クレディセゾン 18,371

株式会社オリエントコーポレーション 7,074

株式会社明伸通信 6,029

その他 228,382

合計 460,861
 

　

　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(千円)
 
(Ａ)

当期発生高
(千円)
 

(Ｂ)(注1)

当期回収高
(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365
 

1,800 2,056,397 1,595,870 460,861 77.5 41.1
 

(注1) 平成25年６月１日付で実施した、(旧)レカム株式会社の吸収合併による増加額420,182

千円を含めております。

(注2) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含ま

れております。

　

EDINET提出書類

レカム株式会社(E02971)

有価証券報告書

102/111



　

ハ　商品

区分 金額(千円)

デジタル複合機 60,519

セキュリティアプライアンス 46,794

ビジネスホン及び関連商品 29,602

ＬＥＤ 2,858

その他 29,029

合計 168,804
 

　
ニ　未収入金

区分 金額(千円)

株式会社アルファライズ 57,750

東日本電信電話株式会社 19,141

京セラミタジャパン株式会社 15,952

株式会社エフティコミュニケーションズ 7,000

その他 12,822

合計 112,665
 

　
②　流動負債

イ　買掛金

区分 金額(千円)

京セラドキュメントソリューションズジャ
パン株式会社

48,913

株式会社アルファライズ 43,907

株式会社マイプレジャー 39,528

東日本電信電話株式会社 23,691

その他 195,304

合計 351,344
 

　
ロ　預り金

区分 金額(千円)

オリックス株式会社 31,766

株式会社クレディセゾン 7,176

ＮＴＴファイナンス株式会社 5,063

NECキャピタルソリューション株式会社 4,907

その他 36,234

合計 85,148
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③　固定負債

イ　長期借入金

区分 金額(千円)

商工組合中央金庫 55,800

株式会社東和銀行 18,234

合計 74,034
 

　
ロ　長期預り金

区分 金額(千円)

株式会社ジャパンネット 8,183

株式会社明伸通信 4,078

株式会社ブロードコミュニケーションズ 3,220

株式会社ソリューション 3,107

その他 73,819

合計 92,409
 

　
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日
３月31日
９月30日

１単元の株式数 　―

単元未満株式の買取り

　　取扱場所

　　株主名簿管理人　

　　取次所

　　買取手数料

 
　―

　―

　―

　―

公告掲載方法
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書およびその添付書類並びに確認書

事業年度(第19期)　(自　平成23年10月１日　至　平成24年９月30日)平成24年12月21日関東財務局長に

提出

　

(2) 内部統制報告書およびその添付書類

平成24年12月21日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書および確認書

第20期第１四半期(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)平成25年２月14日関東財務局長に提

出

第20期第２四半期(自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日)平成25年５月15日関東財務局長に提

出

第20期第３四半期(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)平成25年８月９日関東財務局長に提

出

　
(4) 臨時報告書

平成24年12月25日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の２（株主総会における決議）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成25年３月12日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号

（特定子会社の異動）ならびに第19条第２項第７号の３（吸収合併の決定）の規定に基づく臨時報

告書であります。

平成25年５月24日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の２（株主総会における決議）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成25年６月18日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成25年８月９日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号

（連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規

定に基づく臨時報告書であります。

平成25年10月１日関東財務局長に提出
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　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成25年10月24日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

(5) 有価証券届出書およびその添付書類

ライツ・オファリングによる新株予約権の発行

　　　平成25年８月９日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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九段監査法人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　越　智　敦　生　印

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　光　成　卓　郎　印

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　
平成25年12月20日

レカム株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているレカム株式会社(旧社名 レカムホールディングス株式会社)の平成24年10月１日から平成

25年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括

利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、レカム株式会社(旧社名 レカムホールディングス株式会社)及び連結子会社の平成25年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、レカム株式会社

(旧社名 レカムホールディングス株式会社)の平成25年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行っ

た。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、レカム株式会社(旧社名 レカムホールディングス株式会社)が平成25年９月30日現在の財

務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果につい

て、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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九段監査法人

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　越　智　敦　生　印

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　光　成　卓　郎　印

独立監査人の監査報告書
 

 

　
平成25年12月20日

レカム株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているレカム株式会社(旧社名 レカムホールディングス株式会社)の平成24年10月１日から平成

25年９月30日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、レカム株式会社(旧社名　レカムホールディングス株式会社)の平成25年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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